
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年６月19日

【事業年度】 第12期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

【会社名】 株式会社カービュー

【英訳名】 Carview Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役　　松本　基

【本店の所在の場所】 東京都中央区晴海一丁目８番10号

【電話番号】 03(5859)6190

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　金子　昭一

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区晴海一丁目８番10号

【電話番号】 03(5859)6190

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　金子　昭一

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

株式会社カービュー(E05693)

有価証券報告書

 1/83



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） － 3,311,740 2,845,690 3,981,434 4,644,375

経常利益（千円） － 39,746 220,073 668,130 540,718

当期純利益（千円） － 11,123 304,002 573,938 285,959

純資産額（千円） － 849,544 1,153,547 1,727,486 4,597,106

総資産額（千円） － 1,110,102 1,509,482 2,425,161 5,430,759

１株当たり純資産額（円） － 30,960.09 42,038.91 62,955.05 147,149.78

１株当たり当期純利益金額（円） － 405.36 11,078.82 20,916.13 9,541.85

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ － － － 9,278.69

自己資本比率（％） － 76.5 76.4 71.2 84.6

自己資本利益率（％） － 1.3 30.4 39.8 9.0

株価収益率（倍） － － － － 15.93

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ △145,423 411,192 666,347 686,815

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ △103,573 △34,348 △289,905 △268,999

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ － － － 2,549,799

現金及び現金同等物の期末残高

（千円）
－ 497,182 874,025 1,250,468 4,218,103

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

－

(－)

56

(20)

69

(10)

86

(14)

99

(40)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は第９期より連結財務諸表を作成しております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は第11期まで

は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。

４．株価収益率については、当社株式は第11期までは非上場であるため、記載しておりません。

５．第９期から第11期までの連結財務諸表については、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき、第12期の連結

財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受けて

おります。

６．純資産額の算定にあたり、第11期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 1,721,224 2,208,815 2,843,153 3,971,741 4,594,790

経常利益（千円） 160,434 88,297 217,943 674,326 564,050

当期純利益（千円） 156,097 23,992 289,341 563,706 302,261

資本金（千円） 274,400 274,400 274,400 274,400 1,566,230

発行済株式総数（株） 27,440 27,440 27,440 27,440 31,241

純資産額（千円） 841,059 865,052 1,154,393 1,718,100 4,604,021

総資産額（千円） 1,065,844 1,249,653 1,509,972 2,382,781 5,359,728

１株当たり純資産額（円） 30,650.85 31,525.21 42,069.75 62,612.98 147,371.12

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）

（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額

（円）
5,688.66 874.37 10,544.53 20,543.23 10,085.79

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － 9,807.62

自己資本比率（％） 78.9 69.2 76.5 72.1 85.9

自己資本利益率（％） 20.5 2.8 28.7 39.2 9.6

株価収益率（倍） － － － － 15.07

配当性向（％） － － － － －

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

28

(11)

56

(20)

69

(10)

86

(14)

99

(40)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権等の潜在株式の残高はありますが、当社株式

が第11期までは非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

３．株価収益率については、当社株式は第11期までは非上場であるため、記載しておりません。

４．第９期から第11期までの財務諸表については、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき、第12期の財務諸表

については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受けておりま

す。
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２【沿革】

年月 事項

平成８年９月 東京都中央区日本橋箱崎町に放送事業を目的としたスカイスポーツ企画株式会社を設立（資本金

1,000万円）

平成11年10月 会社商号を「カーポイント株式会社」に変更、同時に定款の「会社の目的」を従来の「放送事

業」より「インターネットを使った情報仲介、広告掲載等の事業」に変更

平成11年11月 自動車総合サイト「carpoint.ne.jp」（現「carview.co.jp」）の運営を開始、同時に「新車見積りサー

ビス」（※１）の提供を開始

平成12年４月 「中古車検索サービス」（※２）の提供を開始

平成12年５月 「中古車査定仲介サービス」（※３）の提供を開始

平成12年６月 東京都中央区日本橋箱崎町に100%子会社である㈲サブ（現㈲カービュー・エージェント）を設立

平成13年１月 商標を「カーポイント」から「カービュー」に変更

平成13年５月 「自動車保険一括見積りサービス」（※４）の提供を開始

平成15年７月 会社商号を「株式会社カービュー」に変更

平成16年２月 海外の中古車輸入事業者向けを対象に国内中古車在庫情報を掲載する「trade.carview.co.jp」（現

「tradecarview.com」）の運営を開始

平成16年８月 「クルマ」 というキーワードを軸にオープンなソーシャル・ネットワーキング・サービス「み

んなのカーライフ」（通称　みんカラ）の提供を開始

平成17年６月 動画コンテンツ「プレミアムレポート」の提供を開始

平成17年８月 「カービュー保証サービス」（※５）の提供を開始

平成18年９月 動画コンテンツ「プレミアムレポート」を「carview TV」に変更、本格的に提供を開始

平成19年２月 本社を東京都中央区晴海へ移転

平成19年４月 ソーシャル・ネットワーキング・サービス連動型オークション「みんカラ　オークション」の提

供を開始

平成20年２月 「クルマ」に関する情報やモノの交換「みんカラ　ナンデス」の提供を開始

※１　「新車見積りサービス」：新車購入希望者が「carview.co.jp」にて購入希望車両情報等を登録することにより無料で

新車販売店への見積り依頼を代行するサービス。

※２　「中古車検索サービス」：「carview.co.jp」に掲載された中古車販売店の在庫車両を、中古車購入希望者が無料で検

索・閲覧できるサービス。

※３　「中古車査定仲介サービス」：所有車両の査定希望者が「carview.co.jp」にて、車両情報やユーザー情報等の入力を

することにより、複数の査定会社へ無料で査定依頼をすることができるサービス。

※４　「自動車保険一括見積りサービス」：保有車両の自動車保険の見積希望者が、「carview.co.jp」にて保険条件等を入

力することにより、複数の損害保険会社より無料で見積りを取得できるサービス。

※５　「カービュー保証サービス」：中古車販売事業者が販売した車両に当社グループが提供する保証サービスを付与す

ることにより、エンジンやエアコン等の基本的な動作の機能回復を保証するサービス。
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３【事業の内容】

　当社は、当社の親会社であるソフトバンク株式会社とマイクロソフト　コーポレーション(以下、マイクロソフトとい

う)が合弁で、マイクロソフトが米国で行っていた自動車総合ウェブサイトの運営を日本で行うため、平成11年10月に、

社名を変更するとともに、従来の放送事業からインターネット事業へと事業の再構築をしました。平成20年３月31日

現在、当社グループは、当社と当社連結子会社１社により構成されており、インターネット広告事業及びコンサルティ

ング事業を主たる事業としております。

(1) インターネット広告事業

　「テクノロジーを活用して、企業や消費者とクルマに関する様々な情報を共有し、夢のあるカーライフを提案する」

という経営理念に基づき、当社グループは、インターネットというテクノロジーを活用して自動車総合ウェブサイト

である「carview.co.jp」を運営することにより、クルマに関する豊富な情報やサービスを様々な切り口から提案し、

ウェブサイトを訪問するユーザーやウェブサイトを利用して事業を営む事業者の利便性を追求するとともに、情報の

共有を進めております。

① 自動車総合ウェブサイトについて

a.「carview.co.jp」について

　当社グループが運営する自動車総合ウェブサイト「carview.co.jp」は、主にパソコン版ウェブサイトとして自動車に

関連するコンテンツやサービスを提供しております。コンテンツとしては、自動車に関連するニュースの配信、自動車

カタログの提供、新車等にかかわる試乗レポートの提供、世界各国のモーターショー情報等のコンテンツを提供して

おります。当社グループでは、平成18年９月より、動画コンテンツである「carview TV」の提供を開始し、従来の静止画

像、テキスト等によるコンテンツをより充実させることにより、ウェブサイトを利用するユーザーの情報ニーズに応

えております。

　また、サービスとしては、「carview.co.jp」を利用するユーザーを対象に、ユーザーの所有車両の査定依頼を一度の利

用で複数の事業者に依頼することができる「愛車無料査定」、ユーザーの中古車の購入に関する希望情報を検索、も

しくは、登録することにより、対象となる中古車や事業者を連動して表示する「中古車検索」や「クルマ逆オーク

ション」等、自動車の売買等において必要となる利便性の高い特有のサービスを提供しております。

さらに、当社グループでは、自動車総合ウェブサイト「carview.co.jp」をモバイル版ウェブサイトとしても開設し、運

営しております。モバイル版「carview.co.jp」は、パソコン版「carview.co.jp」と同様のコンテンツやサービスを提供す

ることができるように、閲覧できるコンテンツや利用できるサービスの拡充等の改良を継続して行っております。

今後も、これらの活動を通じて、自動車総合ウェブサイトである「carview.co.jp」の利用者数を増大させ、インター

ネットメディアとしての付加価値の向上に努めていく方針であります。

b.「みんなのカーライフ」（通称　みんカラ）について

当社グループが運営する「みんなのカーライフ」（通称　みんカラ）は、「クルマ」というキーワードを軸に人と

人の結びつきを重視したオープン、かつ、「クルマ」に特化した専門性の高い自由登録制のソーシャル・ネットワー

キング・サービス（※１）であります。一般に、ソーシャル・ネットワーキング・サービスは、招待制（※２）、かつ、

総合的に多くのカテゴリーを有するサービスがほとんどであり、招待制であることから特定の参加者間における情報

の交換や共有に留まっておりますが、「みんカラ」は「クルマ」という専門性はありながらも、自由登録制を採用し

ていることから、誰でも利用者となることが可能であり、登録利用者間において自由な情報の交換や共有を可能にし

ております。

現在のところ、「みんカラ」はパソコン版ウェブサイトを中心に機能を充実させておりますが、今後、当社グループ

では、利用者の利便性の向上を図るために、モバイル版での機能の充実を図り、「誰でも、いつでも、どこでも」利用可

能なサービスへの改良を継続して行っていく方針であります。

② 当事業の内容について

　当社グループが主たる事業として展開しておりますインターネット広告事業は、当社グループが運営する自動車総

合ウェブサイト「carview.co.jp」において見積情報や在庫情報等を希望するユーザーと「eCRMシステム」（※３）を

利用している事業者を結びつけるリスティング広告（※４）事業と「carview.co.jp」を広告媒体として「carview.co.jp

」に掲載するインターネット広告等の企画及び掲載を事業とするメディア広告（※５）事業の２つの事業から構成

されております。
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（リスティング広告事業）

リスティング広告事業は、主に中小規模の中古車買取事業者、中古車販売事業者、新車販売事業者、自動車整備事業

者等の自動車関連事業者を対象として、顧客管理システムである「eCRMシステム」の利用を通じ、「中古車査定仲介

サービス」や「中古車掲載サービス」等の広告サービスを提供する事業であります。「eCRMシステム」は、当社グ

ループが独自に開発をしたインターネット上において利用することができるシステムであり、「carview.co.jp」を通じ

てサービスを利用したユーザーとの取引情報の管理、中古車、パーツの物件情報の登録等の機能を提供しております。

リスティング広告は、一般に、検索連動型広告といわれるインターネット広告であり、検索エンジン等においてキー

ワードを検索した際に、そのキーワードに連動して表示される広告形態であります。当社グループで提供しておりま

すリスティング広告事業の各広告サービスは、車両情報、郵便番号等のユーザー情報に基づき検索することにより、

ユーザー情報に連動して見積り等のサービスの提供可能な事業者を表示する、もしくは、「eCRMシステム」を通じて

事業者が登録した中古車やパーツ等の物件情報をユーザーが入力したキーワードに連動して表示する広告サービス

であります。

リスティング広告事業において代表的な広告サービスである「中古車査定仲介サービス」は、ユーザーが入力をす

る郵便番号等の情報に連動して表示される事業者のロゴを掲載し、ユーザーにおける任意の事業者の選択に基づき、

選択された事業者に見積りを依頼する広告形態であり、見積依頼提供数に応じてサービス利用料を事業者から受け

取っております。なお、ユーザーからの見積依頼を獲得するために、積極的な他社ウェブサイト等に広告出稿を行って

おり、その費用は当該サービスの売上に対する原価として計上しております。

（メディア広告事業）

メディア広告事業は、主に自動車メーカーを中心とするナショナルクライアント（※６）を対象として、「想定イ

ンプレッション型広告掲載サービス」と「タイアップ企画型広告掲載サービス」の２つの広告掲載サービスを提供

する事業であります。想定インプレッション型広告掲載サービスは、「carview.co.jp」のあらかじめ定められた広告掲

載枠に、文字、静止画、動画等の形式による広告を掲載することにより、「carview.co.jp」を訪問する不特定多数の利用

者に当該広告を訴求する広告形態であり、掲載内容及び掲載期間等に応じて広告掲載料を受け取っております。

また、タイアップ型広告掲載サービスは、当社グループが広告の訴求方法、掲載場所等の企画を立案して広告主に提

案し、ひとつひとつ独自性のある広告を制作して広告を掲載し、「carview.co.jp」を訪問する不特定多数の利用者に当

該広告を訴求する広告形態であり、掲載内容及び掲載期間等に応じて広告掲載料を受け取っております。

インターネット広告事業において、当社グループが提供している主なサービスは以下のとおりであります。

事業の種類別セグメント 主要なサービス名称

インターネット広告事業

リスティング広告事業

・中古車査定仲介サービス

・中古車掲載サービス（国内）

・中古車掲載サービス（海外）

・カービュー保証サービス

・自動車保険仲介サービス

メディア広告事業
・想定インプレッション型広告掲載サービス

・タイアップ企画型広告掲載サービス

(2) コンサルティング事業

　コンサルティング事業は、主に「tradecarview.com」を活用して情報掲載サービスを利用する国内中古車輸出事業者

を対象に海外中古車輸入事業者の開拓、紹介を行うマーケティングサービス、輸出手続等の指導、実地研修を行うコン

サルティングサービスを提供しており、各々のサービスにおいてコンサルティング料を受け取っております。
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(3) その他の事業

その他の事業は、主に自動車保険の代理店事業であります。

※１　ソーシャル・ネットワーキング・サービス：社会的なネットワークをインターネット上で構築することを促進

、サポートするコミュニティ型のサービス。

※２　招待制：ソーシャル・ネットワーキング・サービスの利用に際して、既存利用者からの招待を受けた利用希望

者のみ、新たな利用者として利用登録できる制度。

※３　eCRMシステム：インターネット上において自動車関連事業者へ提供している顧客管理支援システム。

※４　リスティング広告：一般に、検索連動型広告といわれるインターネット広告であり、検索エンジン等において

キーワードを検索した際に、そのキーワードに連動して表示される広告形態。

※５　メディア広告：一般に、不特定多数の視聴者、もしくは、閲覧者を対象として、文字、静止画、動画等により掲載さ

れる広告形態。

※６　ナショナルクライアント：マス広告媒体における広告出稿量が多い大手広告主。

［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％）

関係内容

（親会社）      

ソフトバンク株式会社

（注）
東京都港区

　　　　　　　 百万円

187,422

　
純粋持株会社

(被所有)

 52.7
役員の兼任１名

（連結子会社）      

有限会社カービュー・

エージェント
東京都中央区

　　　　　　　 千円

34,320

保証事業及び保険

代理店事業
(所有)

 100.0
役員の兼任１名

　（注）有価証券報告書の提出会社であります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

インターネット広告事業
リスティング広告事業 44(28)　

メディア広告事業 ５(－)　

コンサルティング事業  ６(－)　

その他の事業  －　

全社（共通）（注）２  44(12)　

合　計 　99(40)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、年間

の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

３．従業員数が最近１年間において13人増加しておりますが、これは業容拡大に伴う雇用によるものでありま

す。

４．その他の事業につきましては、メディア広告事業の従業員が兼務しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

99(40)　 29.3 2.2 5,286,166

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、年間

の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が最近１年間において13人増加しておりますが、これは業容拡大に伴う雇用によるものでありま

す。

(3）労働組合の状況

労働組合は組成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

「クルマ」に特化した専門性の高いインターネットメディア事業を展開する当社グループにおいて、その事業領

域の基礎となるわが国のインターネット環境は、ブロードバンド（FTTH(※１)、DSL(※２)、ケーブルインターネッ

ト等）の更なる浸透及びモバイルを経由したインターネット利用者の増大により、提供される情報やサービスも

年々多種多様になり、人々の生活を支える大きな社会インフラとしての基盤を確立し、拡大し続けております。総務

省の発表によると、わが国のインターネット利用者は、平成18年末に約8,754万人、人口普及率は68.5％となり、高い

水準で普及しております。特に、インターネット利用世帯に占めるブロードバンド利用世帯率は高まり、平成19年３

月末には世帯普及率が95.0％、そのうち上り下り30Mbpsの超高速ブロードバンドの世帯普及率は84.0％に達しまし

た(総務省「平成19年版　情報通信白書」)。また、モバイルの利用として平成20年３月末における携帯電話の契約数

は約１億272万台とさらに拡大し、特に通信料の定額制の定着、３Ｇ端末の著しい普及による接続速度の高速化と通

信容量の大容量化が進み、ブロードバンド化も大きく促進されました(電気通信事業者協会調べ)。インターネットを

利用することができる端末の多種多様化も進み、パソコンやモバイル端末の使い分けとネットワーク化により、イ

ンターネットは人々の生活において、利便性の高い社会インフラになりつつあります。

  一方で、当社グループが開拓を進めている事業者が属する国内自動車市場は、社団法人日本自動車販売協会連合

会の発表によると、平成19年度の登録車（排気量660cc超）の新車販売台数が約343万台となり、昭和49年の第一次石

油危機で新車販売が急減して以降、33年ぶりの低水準となり、また、全国軽自動車協会連合会の発表によると、近年、

好調であった軽自動車（排気量660cc以下）も、平成19年度の販売台数は約189万台となり、過去最高を記録した前年

度の約203万台を大幅に下回りました。さらに、中古車の登録台数は、平成12年度において559万台に達して以降、こ

こ数年間は減少し続け、平成19年度も前年度の約502万台から約457万台へと大幅に減少しました(社団法人日本自動

車販売協会連合会調べ)。このような厳しい自動車市場において中古車輸出市場は、平成19年度も約129万台に達した

と推計され、市場が拡大し続けております（日本中古車輸出業共同組合調べ）。

　他方、わが国の広告市場は、平成19年度の総広告費が約７兆191億円となり４年連続で微増したものの、テレビ、ラ

ジオ、雑誌、新聞のマスコミ４媒体は３年連続で減少しました。その一方で、インターネット広告は引き続き増加し、

平成19年度の広告費は6,003億円に達して、いまや雑誌、ラジオ広告費を超え、テレビ、新聞に近づく広告媒体へとな

りつつあります。しかしながら、国内における新車販売等が減少傾向にあることから、自動車・関連品における広告

費は３年連続で減少し、平成19年度は2,169億円（前年同期比92.3％）に減少しました（株式会社電通「2007年日本

の広告費」）。

当社グループは、このような非常に厳しい事業環境において、当連結会計年度も、当社グループが運営する自動車

総合ウェブサイト「carview.co.jp」、ソーシャル・ネットワーキング・サービス「みんなのカーライフ」(通称　みん

カラ)、海外中古車輸入事業者及び海外消費者向けウェブサイト「tradecarview.com」の３つのウェブサイトにおける

インターネットメディアとしての付加価値の向上、当社グループが提供するインターネット広告サービスを利用す

る事業者の開拓及び事業者間のネットワークの構築を中心に事業を進めてまいりました。

自動車総合ウェブサイト「carview.co.jp」は、主にパソコンユーザー向けウェブサイトとしてコンテンツやサービ

スを提供しており、当連結会計年度も引き続き、コンテンツの拡充及び品質の向上を目的として活動しました。特

に、世界各国のモーターショー、ニュース、特集記事等、クルマに関する情報の多様化に努め、また、それらを動画で

配信する等、提供するコンテンツの表現や品質の向上に努めました。当連結会計年度末現在の動画タイトル数は600

本を超えました。また、「クルマ」を活用したライフスタイルを提案する「今月の週末旅」等、新たなコンテンツを

制作し利用者のニーズを満たすコンテンツの拡充に努めました。

「みんカラ」は、ソーシャル・ネットワーキング・サービスとして、「クルマ」に関する専門性や地域性の高い

消費者発信型メディアとして成長させるべく、当連結会計年度においても、その利便性の向上を図るためにサービ

スやコンテンツの追加及び改良に努めました。平成19年４月には、「みんカラ」と連動した「みんカラオークショ

ン」の提供を開始し、当連結会計年度末現在における「みんカラオークション」の出品総数は80千件を超えまし

た。平成19年９月には、モータージャーナリスト等による「スペシャルブログ」を開設し、モータージャーナリスト

等の「生の声」と「みんカラ」ユーザーの情報共有の場の提供を開始し、さらに、平成20年２月には、「クルマ」に

関する情報やモノの交換、モノの交換を通じたリサイクル環境を提供していくことを目的に「みんカラ　ナンデ

ス」サービスの提供を開始しました。当社グループでは、消費者発信型メディアである「みんカラ」を中長期的な

事業として位置づけて開発及び運営にかかわる投資を継続して行い、日々、利便性の向上に努めて開発業務を行っ

ております。

海外中古車輸入事業者及び海外消費者向けウェブサイト「tradecarview.com」は、当連結会計年度も、主に海外中

古車輸入事業者の新規開拓を中心に活動しました。特に、新規開拓のための専門部署を設け、世界各国に向けて幅広

いマーケティング活動を行い、その結果、当連結会計年度末現在、「tradecarview.com」の海外からの利用者は、世界

約200以上の国と地域からなる利用者により構成されるまでになりました。

これらの活動の結果、当連結会計年度における「carview.co.jp」及び「みんカラ」並びに「tradecarview.com」の
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ページビューは堅調に推移し、平成20年３月度の月間総ページビュー数は約５億7,841万ページビュー(前年同月比

25.9％増)となりました。

当社グループは、当連結会計年度も引き続き、営業体制の整備及び強化を図ることにより、リスティング広告事業

を中心とする事業者の新規開拓を進めました。特に、「eCRMシステム」を活用しているリスティング広告事業のう

ち、「中古車掲載サービス(海外)」における利用事業者数は堅調に推移しましたが、主要広告サービスである「中古

車査定仲介サービス」の利用事業者数は伸び悩みました。

これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,644,375千円（前年同期比16.7％増）、経常利益540,718千円（前

年同期比19.1％減）、当期純利益285,959千円（前年同期比50.2％減）となりました。事業の種類別の業績は、以下の

とおりであります。

事業の種類別の業績は、以下のとおりであります。

（インターネット広告事業）

当社グループが主たる事業として展開しておりますインターネット広告事業は、「carview.co.jp」において見積情

報や在庫情報等を希望するユーザーと「eCRMシステム」の利用事業者を結びつけるリスティング広告事業と、「

carview.co.jp」を広告媒体とした企画及び掲載を事業とするメディア広告事業の２つの事業から構成されておりま

す。

当連結会計年度におけるリスティング広告事業は、主要サービスである「中古車査定仲介サービス」の利用ユー

ザーを増加させるために積極的な広告宣伝活動を行いました。当連結会計年度におけるユーザー数は引き続き増加

して約423千人（前年同期比21.3％増）に到達し、売上高は堅調に推移したものの、営業費用の増加を補うまでの売

上高の増加には至りませんでした。その一方で、「tradecarview.com」を活用し海外中古車輸入事業者及び海外消費

者向けに輸出用中古車物件情報を掲載する「中古車掲載サービス(海外)」は、国内中古車輸出市場の拡大を背景に

売上高が好調に推移しました。当連結会計年度末現在、「tradecarview.com」における中古車物件数は約72千台（前

年同期比163.3％増）、当連結会計年度の問い合わせ数は約377千件（前年同期比約7.8倍増）となり、そのメディア

価値はより一層高まってまいりました。以上の結果、当連結会計年度のリスティング広告事業の業績は、売上高

4,063,672千円（前年同期比13.3％増）、営業利益941,399千円（前年同期比3.8％減）となりました。

当連結会計年度におけるメディア広告事業は、主なナショナルクライアントが属する自動車・関連品の広告費が

減少する厳しい状況において、「carview.co.jp」及び「みんカラ」のページビュー数が増大し、インターネットメ

ディアとしての価値の向上により、売上高の増加を確保することができました。特に「タイアップ企画型広告掲載

サービス」において、「みんカラ」利用者を対象にした企画広告等、企画内容の充実を図り、また、掲載内容に動画

を取り入れる等、企画広告の品質と価値の向上に努め、広告主のニーズに幅広く対応しました。以上の結果、当連結

会計年度のメディア広告事業の業績は、売上高386,457千円（前年同期比20.3％増）、営業利益205,165千円（前年同

期比27.1％増）となりました。

（コンサルティング事業）

当連結会計年度におけるコンサルティング事業は、中古車輸出の事業展開を予定する国内中古車流通事業者や当

該事業の起業を志望する起業家を対象としたセミナーを開催する等、積極的な新規事業者の開拓を行ったことによ

り、輸出手続等の指導、実地研修を行うコンサルティングサービスの受注が大幅に伸張、売上高が好調に推移しまし

た。以上の結果、当連結会計年度のコンサルティング事業の業績は、売上高190,850千円（前年同期比180.9％増）、営

業利益50,973千円（前年同期比57.5％増）となりました。

（その他の事業）

当連結会計年度におけるその他の事業は、主に自動車保険の代理店サービスであります。当連結会計年度のその

他の事業の業績は、売上高3,395千円（前年同期比21.0％減）、営業利益3,390千円（前年同期比21.1％減）となりま

した。

※１　光ケーブルを一般個人宅へ直接引き込む光通信の網構成方式（Fiber To The Home）。

※２　高速デジタルデータ通信（Digital Subscriber Line）。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は、前連結会計年度末に比べ、

2,967,635千円増加し、4,218,103千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は、次のとおりでありま

す。

（営業活動のキャッシュ・フロー）

　営業活動より得られた資金は、686,815千円(前年同期比20,467千円増)となりました。これは、主に税金等調整前当期

純利益535,481千円及び減価償却費148,543千円の計上によるものであります。

EDINET提出書類

株式会社カービュー(E05693)

有価証券報告書

11/83



（投資活動のキャッシュ・フロー）

　投資活動に使用した資金は、268,999千円(前年同期比20,905千円減)となりました。これは、主に有形固定資産の取得

による支出118,625千円、無形固定資産の取得による支出165,684千円によるものであります。

（財務活動のキャッシュ・フロー）

　財務活動により得られた資金は2,549,799千円(前年同期比2,549,799千円増)となりました。これは、主に新株の発行

による収入2,583,660千円によるものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当社グループは生産活動を行っておりませんので、生産実績に関する記載はしておりません。

(2）受注状況

当社グループは受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。

(3）販売実績

当連結会計年度における販売実績は、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

　(自　平成19年４月１日
 　至　平成20年３月31日)

前年同期比（％）

インターネット広告事業
リスティング広告事業(千円) 4,063,672 13.3

メディア広告事業(千円) 386,457 20.3

コンサルティング事業(千円) 190,850 180.9

その他(千円) 3,395 △21.0

合計 4,644,375 16.7

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社ソリッドグループホールディングス 426,449 10.7 590,931 12.7

株式会社ガリバーインターナショナル 423,016 10.6 527,253 11.4

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループは、「carview.co.jp」を中心に、運営している各ウェブサイトのコンテンツやサービスの品質を向上さ

せ、ウェブサイトの利用者の増大を図ること、また、「eCRMシステム」利用事業者とのネットワークの強化を図ると

ともに新たな市場や新規利用事業者を開拓することが、当社グループの継続的な競争優位性を維持、向上させていく

ために必要であると認識しております。

　当社グループは、これらを主要な課題として認識し、以下のように取り組んでおります。

(1) コンテンツやサービスの品質の向上

　当社グループでは、ウェブサイトにおいて提供されるコンテンツやサービスの品質の向上を図るために、利用者の

ニーズを満たした付加価値の高いコンテンツやサービスを開発し提供することが必要であると考えております。それ

を実現するために、優秀な人材の積極的な採用、社内におけるノウハウの共有、部門間の連携を促進することにより、

開発力を品質をスピードの両面において高めていく方針であります。ウェブサイトの利用者に常に楽しく快適に利用

していただくために、アクセスの集中にも耐えうるようなシステムの継続的な改良等の環境整備や設備投資も継続的

に行っていく方針であります。また、「carview.co.jp」や「みんカラ」の利用者のための会員登録や見積サービス等の

利用者の増大とともに個人情報保護の重要性がますます高まっていることに対応して、全社レベルでのセキュリティ

の強化及び個人情報保護等に関わる教育体制の整備を積極的に図っていく方針であります。

「eCRMシステム」利用事業者とのネットワークの強化を図ることにつきましても、「eCRMシステム」の継続的な

改良、開発を進め、利用事業者の利便性を向上させ、利用の促進を図っていく方針であります。

(2) 人材の採用及び組織体制の強化

当社グループでは、新規利用事業者を開拓することが、当社グループの継続的な事業の拡大、競争優位性を維持、向

上させていくために必要不可欠であると考えております。これらの課題に対処するため、積極的に優秀な人材の採用

を行うとともに教育体制を整備し、組織的に機能するような営業体制の整備、強化を目指していく方針であります。

さらに、今後における事業展開を円滑に進めるため、営業体制の整備、強化のみならず、営業部門、技術部門、管理部

門等、各部門における人的経営資源を最適に配置して、意思決定のスピードを速め、最大限の効果を生み出す柔軟な組

織体制を構築し、当社グループの競争力を継続的に高めていく方針であります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、必ず

しも事業等のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投

資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を

認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社グループの事業等に関する判断

は、以下の事項及び本項以外の記載事項を、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。

　なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、別段の記載のない限り本報告書提出日現在において当社が判断した

ものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

(1) インターネット広告市場について

日本の広告市場において、インターネット広告市場はテレビ、新聞、雑誌に告ぐ広告市場へと成長しており、イン

ターネットが生活を支える社会基盤になるにつれ、情報メディアとしての価値も向上していくことが期待されるこ

とから、インターネット広告市場における成長は今後も続くことが予想されております。しかしながら、広告市場は

景気変動や広告出稿事業者の業績に影響を受けやすい市場であることから、広告市場全体が悪化した場合には、イ

ンターネット広告市場も影響を受けるおそれがあります。そのような状況が生じた場合には、当社グループの業績

に重要な影響を及ぼす可能性があります。特に、当社グループは、自動車総合ウェブサイト「carview.co.jp」等を運営

することにより、インターネット広告の広告媒体としての価値を形成していることから、当社グループの広告主は、

主に自動車業界に属する事業者が中心となっております。そのため、自動車業界における景気変動、広告出稿事業者

の業績や生産、販売等の事業計画等により広告出稿需要の変動の影響を受けるおそれがあり、そのような状況が生

じた場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

また、インターネット広告の広告媒体としての価値は、主にウェブサイトの集客力に応じて変化するものであり、

当社では、当社グループが運営するウェブサイトを訪れる利用者のニーズに応じたコンテンツやサービスの充実に

努めることにより集客力の向上を図っております。今後におきましても、引き続きその方針を進めてまいりますが、

集客力を維持、向上させるコンテンツやサービスの提供に支障が生じた場合には、当社グループの業績に重要な影

響を及ぼす可能性があります。

(2) 「eCRMシステム」利用事業者について

「eCRMシステム」利用事業者は、法人企業、個人事業者に関わらず、利用前に利用事業者との面談や審査を行う

など、手続面での管理を実施しております。また、利用開始後も当社グループのコンサルタントが店舗の運営サポー

トを行う体制を整備しており、サポート活動を通じて「eCRMシステム」利用事業者の利用状況や利用約款の遵守

状況を確認しております。「eCRMシステム」利用事業者と当社グループが運営するウェブサイトを通じてサービ

スを利用した利用者との間におけるトラブルについては、利用約款上、「eCRMシステム」利用事業者と利用者の当

事者間の解決事項として当社グループには責任が及ばないことを明記しております。また、利用者のサポートを行

うサポートセンターにクレームが多く寄せられる「eCRMシステム」利用事業者に対しては改善を促し、サービス

の停止、契約解除を行うなどの措置を採っております。しかしながら、「eCRMシステム」利用事業者や利用者の増

大に対して当社グループの人的資源等の制約があることなどから、サービス状況、利用約款の遵守状況及び違法行

為の有無等を完全に把握することは難しく、個人情報の取扱等のトラブルが発生した場合には、利用約款の内容に

拘わらず、当社グループが法的責任を問われる可能性があるほか、トラブルの発生自体が当社グループの信頼を損

なう結果を招く可能性があり、これらの要因が生じた場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性

があります。

(3)「みんなのカーライフ」等のコミュニティの運営について

「みんなのカーライフ」等の利用者が自由に意見を表明できるソーシャル・ネットワーキング・サービス及び各

種コンテンツにおいては、違法または有害な情報発信の禁止と全責任が利用者に帰属する旨を利用規約に明記する

ともに、当社グループが利用規約違反の情報削除する権利を保有し、実際に利用規約違反が判明した場合には当該

情報の削除を行っております。しかしながら、利用者からの投稿等の増大に対して人的資源等の制約があり得るこ

となどから、投稿の状況、利用規約の遵守状況及び違法行為の有無等を完全に把握することは難しく、トラブルが発

生した場合には、利用規約の内容に拘わらず、当社グループが法的責任を問われる可能性があるほか、トラブルの発

生自体が当社グループの信頼を損なう結果を招く可能性があり、これらの要因が生じた場合には、当社グループの

業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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(4）広告宣伝活動への依存について

当社グループにおいて事業展開しておりますインターネット広告事業のうちリスティング広告事業につきまし

ては、そのユーザーの獲得のために、積極的なインターネット上における広告宣伝活動を行っており、広告を通じて

獲得されるユーザーは、全体のユーザー数のうち、高い比率を占めております。当社グループは、今後も広告宣伝費

の費用対効果を精査し、的確な広告宣伝費の投下を行っていく所存でありますが、広告媒体における広告掲載料の

値上げ等、費用対効果の悪化により、当初想定したユーザー数の確保が困難になる可能性があり、これらの要因が生

じた場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(5）特定の事業への依存について

当社グループのインターネット広告のうちリスティング広告事業として展開している「中古車査定仲介サービ

ス」は、当社グループの売上高全体に占める売上高構成比率が当連結会計期間においては72.3％であり、現在のとこ

ろ、高い構成比率を占めております。

当社グループでは、「中古車査定仲介サービス」の売上構成比率を低下させるために、メディア広告事業やその

他のサービスの積極的な営業活動を進めておりますが、このような構成比率の高い現状において、「中古車査定仲

介サービス」を利用する事業者等の営業戦略に変化が生じた場合、想定した費用に見合ったユーザー数が獲得でき

ない場合、競合企業の出現等により大きな状況の変化が生じた場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼ

す可能性があります。

(6）個人情報の取扱について

　当社グループでは、ウェブサイトにおいて提供しているサービスの利用に際し、氏名、住所、電話番号、メールアド

レス等の個人情報の登録を求めており、登録された情報は、当社グループの管理下にあるデータベースにて保管し

ております。平成15年５月に個人情報保護法が公布されるなど、個人情報保護に対する社会的な関心が高まる中、当

社グループでは、情報セキュリティ委員会を中心に、個人情報の取扱に関する定期的な社員教育の実施、情報セキュ

リティの強化を推進するとともに、非営利団体である「有限責任中間法人日本プライバシー認証機構」が認証する

ウェブ・プライバシー　プログラムの取得など、個人情報管理を中心に情報セキュリティの強化に努めております

が、万一、外部からの不正アクセスや社内管理体制の瑕疵等による情報の外部流出が発生した場合には、当社グルー

プへの損害賠償請求や社会的信用の失墜により、当社グループの業績に重要な影響を与える可能性があります。

(7) システム障害について

自然災害、事故及び外部からの不正な手段によるコンピュータへの侵入等により、通信ネットワークの切断、サー

バー等ネットワーク機器の作動不能等の事態が生じる可能性があり、そのため、24時間監視体制の実施、電源及びシ

ステムの二重化、ファイヤーウォールの設置などの然るべき対策を講じておりますが、このような対策にもかかわ

らず、万一、システム障害が発生した場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(8) 知的財産権について

　当社グループは、独自に展開している事業について、商標権等の登録対象となる可能性のあるものについては、出

願の検討等の対応を行っておりますが、第三者が当社グループよりも先にその権利の取得をした場合には、当社グ

ループの事業の継続が困難になる可能性または当社グループの事業が制約される可能性があります。

また、当社グループは現時点において、第三者より知的財産権に関する侵害訴訟を提起されてはおりませんが、将

来的に当社グループが展開する事業について、第三者より知的財産権の侵害に関する請求を受けたり、訴訟を提起

される可能性があり、かかる場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(9) 新規事業について

当社グループは、今後におきましても、独自に事業を構築し展開していく新規事業を検討しておりますので、それ

が実践される際には、経験等がないことから不確定要素が多く存在する可能性があります。このような不確定要素

が数多く存在することから、予想以上に投資コストが必要になる可能性が高くなるなどの状況が発生した場合に

は、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(10) 競合について

　当社グループは自動車総合ウェブサイト「carview.co.jp」を中心に運営しております。「自動車ウェブサイト」と

いう範疇においては、無数のウェブサイトが存在しますが、当社グループが運営する「carview.co.jp」等は、国内及び

海外自動車関連事業者とのネットワークを活用して、新車、中古車、自動車保険、整備、車検、板金、パーツ等、幅広い

分野におけるサービスと、カタログ、ニュース、試乗レポートなどのコンテンツを提供するとともに、ユーザーから

の投稿により豊富な情報が自然に収集されることにより、自動車総合ウェブサイトとしての大きな集客力を擁して

おります。幅広いサービスとコンテンンツの提供、それにより生じる集客力の違いにより、現時点においては、直接

的に競合する企業は少ないと考えております。

EDINET提出書類

株式会社カービュー(E05693)

有価証券報告書

15/83



しかしながら、新規参入企業が出現する可能性や大手ウェブサイト運営事業者等の存在により、将来的に競合が

生じる可能性があります。これらの企業との競合により当社グループの運営するウェブサイトの集客力の低下等が

生じた場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(11) 技術革新について

　インターネット関連技術は、その進歩や変化が激しいため、インターネットを積極的に事業に活用している企業と

して、当社グループにおきましても一定水準のサービスの提供を維持するために、技術革新の変化に積極的かつ柔

軟に対応していく方針でおります。しかしながら、新しい技術への対応には相当の時間と費用が必要となる可能性

があり、そのような状況が生じた場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(12) 調達資金の使途について

　平成19年６月における公募増資により調達した資金の使途については、ウェブサイトのコンテンツの強化、利用者

の増大に備えたサーバー及びソフトウェアに対する投資ならびに人材確保や人材育成のための支出に充当する方

針であります。なお、具体的な資金需要の発生までは、安全性の高い金融商品で運用していく方針であります。当社

グループにおける現時点での資金使途の計画は上記のとおりですが、当社グループを取り巻く事業環境の変化等に

伴い、当該調達資金が上記対象以外に振り向けられる可能性もあります。

また、事業環境の急激な変化等により、当該調達資金の充当が計画通りの成果をあげることができない可能性が

あり、そのような状況が生じた場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(13）新株予約権の付与について

　当社グループでは、社員の業績向上に対する意欲や士気を高め、また、優秀な人材を獲得する目的で、新株予約権を

付与しております。平成20年５月31日現在における新株予約権による潜在株式総数は521株であり、発行株式総数

31,241株の1.7％に相当します。

　今後はストックオプションの付与を費用として認識する必要があることから、新株予約権の付与については慎重

に検討を行っていく方針でありますが、これまでに付与された新株予約権の行使により発行される新株は、将来的

に当社株式価値の希薄化や株式売買の需要への影響をもたらし、当社株価形成へ影響を及ぼす可能性があります。

(14) 配当政策について

　　当社は、株主への利益還元につきましても経営の最重要課題の一つとして認識しております。現在のところ企業体

質の強化及び積極的な事業展開に備え内部留保の充実を図る方針であり、配当を行っておりませんが、今後におい

ては財政状態及び経営成績を勘案し、配当の実施を検討していく所存であります。

配当の決定機関は株主総会でありますが、当社は会社法第454条第５項に基づく中間配当制度を採用しており、中

間配当については取締役会の決議によって行うことができる旨を定款で定めております。

内部留保資金につきましては、システムの増強、新規事業への投資、人材育成及び内部管理体制強化等、当社グ

ループの成長・企業価値を高めるための原資とさせていただく所存であります。

(15) 小規模組織であることについて

　当社グループは平成20年３月31日現在、取締役４名(うち非常勤取締役２名)、監査役３名(うち非常勤監査役２名)、

従業員99名と組織規模が比較的小さく、内部管理体制や業務執行体制も当該組織規模に応じたものとなっておりま

す。したがって、当社グループの役員や重要な業務を遂行する従業員が社外に流出した場合には、当社グループの業

務に支障が生じる可能性があります。

当社グループは今後とも外部からの採用と人材の育成に努め、内部管理体制及び業務執行体制の強化を図る方針

でありますが、急激な業務拡大が生じた場合、充分な人的・組織的対応が取れない可能性があります。また、今後の

人員増加に伴い、先行して一時的に固定費負担が増加する場合も想定され、そのような状況が生じた場合には、当社

グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(16) 代表者への依存について

当社グループの代表取締役である松本基は、平成14年２月から最高経営責任者を務めており、経営方針や事業戦

略の決定及びその遂行において極めて重要な役割を果たしております。

当社グループでは経営体制強化のため幹部人材の育成を行っており、その結果として同氏への依存度は相対的に

低下するものと考えておりますが、当面は依然として同氏への依存度は高く、近い将来において何らかの理由によ

り同氏の業務執行が困難な状況が生じた場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(17) ソフトバンクグループとの関係について

①　ソフトバンクグループにおける当社の位置づけについて

ソフトバンク株式会社は、平成20年３月31日現在、当社の発行済み株式総数の52.7％を保有しております。当社は、
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同社の連結子会社として、自動車に特化したウェブサイトを運営する事業会社であり、ソフトバンクグループにお

いて類似の事業を行っている事業会社は、現時点では特に存在しないと考えております。

ソフトバンクグループ内には、当社グループと同様にインターネット広告事業を展開している事業会社が存在

し、部分的な競合が生じる可能性があります。その代表的な例は、ヤフー株式会社であり、同社は国内最大のイン

ターネットポータルサイトとして、インターネット広告を主な収益として事業活動を展開しております。しかしな

がら、ヤフー株式会社が一般的なインターネット利用者を対象としているのに対し、当社グループはより自動車に

興味のある属性の高い利用者に対して専門的なコンテンツを提供していること等から、同社とは利用者における差

別化が図られていると考えております。

ソフトバンク株式会社は、傘下の子会社の事業領域を尊重するという経営方針を原則としておりますが、当該経

営方針に変更があった場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

②　ソフトバンクグループとの取引について

当社グループは、ソフトバンクグループとの間で取引関係がありますが、これらの取引金額は当社グループの連

結売上高や外部へ支払う費用の規模から比較して軽微な金額であります。

　

③　ソフトバンクグループとの人的関係について

平成20年３月31日現在における当社の取締役４名のうち１名、当社社外取締役である宮内　謙はソフトバンク株

式会社の取締役でありますが、その豊富な経験をもとに社外の客観的見地から事業運営の助言を得ることを目的と

して、招聘しております。また、平成20年３月31日現在における当社の監査役３名のうち１名、当社社外監査役であ

る大久保隆はソフトバンク株式会社のIR室長でありますが、その豊富な経験をもとにコーポレートガバナンス等の

強化を図ることを目的として、招聘しております。なお、平成20年３月31日現在、従業員１名を受け入れております。

両氏の当社、ソフトバンクグループにおける主な役職は以下のとおりであります。

当社における役職 氏名 ソフトバンクグループにおける主な役職

取締役（非常勤） 宮内　謙 ソフトバンク株式会社　取締役

  ソフトバンクBB株式会社　代表取締役副社長 兼 COO

  ソフトバンクモバイル株式会社　代表取締役副社長 兼 COO

  ソフトバンクテレコム株式会社　代表取締役副社長 兼 COO

　監査役（非常勤）  大久保　隆 ソフトバンク株式会社　IR室長

(18) 法的規制等について

当社グループの事業を規制する主な法的規制として、「電気通信事業法」、「特定電気通信役務提供者の損害賠

償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」(プロバイダ責任制限法)及び「不正アクセス行為禁止等に関す

る法律」(不正アクセス禁止法)があります。電気通信事業法について当社グループは、「電気通信事業者」として届

出を行っており、通信の秘密の保護等の義務が課されております。また、当社グループは、プロバイダ責任制限法に

おける「特定電気通信役務提供者」に該当し、不特定の者によって受信されることを目的とする電気通信による情

報の流通において他人の権利の侵害があった場合に、権利を侵害された者に対して損害賠償義務及び権利を侵害し

た情報を発信した者に関する情報の開示義務を課されております。さらに、当社には、不正アクセス禁止法における

「アクセス管理者」として、努力義務ながら不正アクセス行為からの一定の防御措置を講ずる義務が課されており

ます。インターネットに関連する事業を規制する法令は徐々に整備されてきている状況として、新たな法令等の制

定や、既存法令等の解釈変更等がなされた場合には、当社グループの事業について制約を受ける可能性があり、その

ような状況が生じた場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

EDINET提出書類

株式会社カービュー(E05693)

有価証券報告書

17/83



５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積もり

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成されて

おります。連結財務諸表の作成にあたり見積もりが必要になる事項については、合理的な基準に基づき、会計上の見積

もりを行っております。

　詳細については、「第一部　企業情報　第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項」に記載しております。

(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当連結会計年度末における流動資産の残高は4,979,298千円（前連結会計年度末は1,951,085千円）であり、3,028,213

千円増加（前年同期比255.2％）となりました。これは、主に現金及び預金の増加（前連結会計年度比2,967,635千円

増）によるものであります。

　固定資産の残高は451,460千円（前連結会計年度末は474,075千円）であり、22,615千円減少（前年同期比△4.8％）と

なりました。これは、主にサーバー等の減価償却によるものであります。

　以上の結果、当連結会計年度末における総資産は5,430,759千円（前連結会計年度末は2,425,161千円）となり、

3,005,598千円増加（前年同期比223.9％）となりました。

②　負債の部

　当連結会計年度末における負債合計は833,652千円（前連結会計年度末は697,674千円）となり、135,978千円増加（前

年同期比119.5％）となりました。これは、主に課税所得の発生に伴う未払法人税等の増加によるものであります。

③　純資産の部

　当連結会計年度末における純資産合計は4,597,106千円（前連結会計年度末は1,727,486千円）となり、2,869,619千円

増加（前年同期比266.1％）となりました。これは、主に新株の発行による資本金及び資本剰余金の増加によるもので

あります。

(3)　経営成績の分析

　「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1)業績」に記載しております。

(4)　資本の財源及び資金の流動性についての分析

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、利用者の増大に対処し、コンテンツの拡充に努めるため、サーバー及びソフトウェアの購入を中心

に、162,762千円の設備投資を実施しました。また、当該設備は各セグメントにわたり使用しており、各セグメントへ厳密

に配賦することが困難なため、事業の種類別セグメントごとの設備投資額の記載を省略しております。なお、当連結会

計年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　　 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

車両運搬具
（千円）

工具器具備品
（千円）

ソフトウェア
（千円）

合計
（千円）

本社

（東京都中央区）
全セグメント

サーバー及びソ

フトウェア等
34,990 765 47,146 93,130 176,032

44

(12)

本社

（東京都中央区）
リスティング

サーバー及びソ

フトウェア等
－ － 40,403 90,189 130,593

44

(28)

本社

（東京都中央区）
メディア

サーバー及びソ

フトウェア等
－ － 6,615 13,067 19,683

5

－

本社

（東京都中央区）
コンサルティング

サーバー及びソ

フトウェア等
－ － 5,815 11,488 17,304

6

－

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

(2）国内子会社

該当事項はありません。

(3）在外子会社

該当事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 109,760

計 109,760

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月19日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 31,241 31,241 東京証券取引所（マザーズ） －

計 31,241 31,241 － －

（注）提出日現在発行数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行　

された株式数は含んでおりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21、及び会社法第236条、第238条、第239条の規定に基づき発行した新

株予約権は、次のとおりであります。

①　平成14年９月12日臨時株主総会決議に基づく平成14年９月12日取締役会決議

第１回新株予約権

区分
最近事業年度末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）（注）１ 290 290

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、２ 290 290

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 22,000 22,000

新株予約権の行使期間
自　平成16年10月１日

至　平成21年９月30日

自　平成16年10月１日

至　平成21年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　22,000

資本組入額　　11,000

発行価格　　　22,000

資本組入額　　11,000

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失した者の個数及び株式数

は、除外しております。

２．当社が新株予約権発行後、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調

整し、調整により生ずる端数は切捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併又は新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他

社と株式交換を行う場合、あるいは、当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、当社は必要と認める株式

の数の調整を行います。

３．当社が新株予約権発行後、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で株式を新たに発行または自己株式を処分するときは（新株予約権の行使による場

合を除く）、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとしま

す。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当り払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株式の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

４．新株予約権の行使の条件は以下の通りであります。

(1)　新株予約権の行使時において、当社が株式を公開していることを要します。

(2)　新株予約権の行使は、新株予約権の付与を受けた者が、その新株予約権の行使時において、当社の取　

 締役、監査役および使用人であることを要します。ただし、付与対象者が、当社の取締役、監査役お

 よび使用人の地位を喪失した場合であっても、業務命令による転籍、任期満了による退任、定年退職

 その他、当社とその付与対象者との間で締結された「新株予約権申込証兼新株予約権割当契約」に定

 めるところによる場合はこの限りではありません。

(3)　新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分は認められません。

(4)　付与対象者の相続人は、本件新株予約権を行使することができます。
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②　平成16年12月24日臨時株主総会決議に基づく平成17年１月21日取締役会決議

第２回新株予約権

区分
最近事業年度末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）（注）１ 2 2

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、２ 2 2

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 100,000 100,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年１月１日

至　平成23年12月31日

自　平成19年１月１日

至　平成23年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失した者の個数及び株式数

は、除外しております。

２．当社が新株予約権発行後、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調

整し、調整により生ずる端数は切捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併又は新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他

社と株式交換を行う場合、あるいは、当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、当社は必要と認める株式

の数の調整を行います。

３．当社が新株予約権発行後、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で株式を新たに発行または自己株式を処分するときは（新株予約権の行使による場

合を除く）、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとしま

す。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当り払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株式の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

４．新株予約権の行使の条件は以下の通りであります。

(1)　新株予約権の行使時において、当社が株式を公開していることを要します。

(2)  新株予約権の行使は、新株予約権の付与を受けた者が、その新株予約権の行使時において、当社の取締役、監

査役、従業員および契約社員等であることを要します。ただし、付与対象者が、当社の取締役、監査役、従業

員、契約社員等の地位を喪失した場合であっても、業務命令による転籍、任期満了による退任、定年退職そ

の他、当社とその付与対象者との間で締結された「新株予約権申込証兼新株予約権割当契約」に定める

ところによる場合はこの限りではありません。

(3)　新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分は認められません。

(4)　付与対象者の相続人は、本件新株予約権を行使することができます。
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③　平成16年12月24日臨時株主総会決議に基づく平成17年12月21日取締役会決議

第３回新株予約権

区分
最近事業年度末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）（注）１ 7 6

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、２ 7 6

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 100,000 100,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年１月１日

至　平成23年12月31日

自　平成19年１月１日

至　平成23年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失した者の個数及び株式数

は、除外しております。

２．当社が新株予約権発行後、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調

整し、調整により生ずる端数は切捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併又は新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他

社と株式交換を行う場合、あるいは、当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、当社は必要と認める株式

の数の調整を行います。

３．当社が新株予約権発行後、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で株式を新たに発行または自己株式を処分するときは（新株予約権の行使による場

合を除く）、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとしま

す。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当り払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株式の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

４．新株予約権の行使の条件は以下の通りであります。

(1)  新株予約権の行使時において、当社が株式を公開していることを要します。

(2)  新株予約権の行使は、新株予約権の付与を受けた者が、その新株予約権の行使時において、当社の取締役、監

査役、従業員および契約社員等であることを要します。ただし、付与対象者が、当社の取締役、監査役、従業

員、契約社員等の地位を喪失した場合であっても、業務命令による転籍、任期満了による退任、定年退職そ

の他、当社とその付与対象者との間で締結された「新株予約権申込証兼新株予約権割当契約」に定める

ところによる場合はこの限りではありません。

(3)　新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分は認められません。

(4)　付与対象者の相続人は、本件新株予約権を行使することができます。
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④　平成18年６月21日定時株主総会決議に基づく平成18年９月20日取締役会決議

第４回新株予約権

区分
最近事業年度末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）（注）１ 30 30

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、２ 30 30

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 127,000 127,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年10月１日

至　平成25年９月30日

自　平成20年10月１日

至　平成25年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 127,000

資本組入額　　63,500

発行価格　　 127,000

資本組入額　　63,500

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失した者の個数及び株式数

は、除外しております。

２．当社が新株予約権の割当日後、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合は、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（または株式併合）の比率

３．当社が新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分

を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとし

ます。ただし、当社普通株式の交付と引換えに取得される証券もしくは取得させることができる証券または

当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。) の取得または行

使の場合は除きます。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当り払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

４．新株予約権の行使の条件は以下の通りであります。

(1)　新株予約権の行使時において、当社が株式を公開していることを要します。

(2)  新株予約権の行使は、新株予約権の付与を受けた者が、その新株予約権の行使時において、当社の取締役、監

査役、従業員および契約社員等であることを要します。ただし、付与対象者が、当社の取締役、監査役、従業

員、契約社員等の地位を喪失した場合であっても、業務命令による転籍、任期満了による退任、定年退職そ

の他、当社とその付与対象者との間で締結された「新株予約権申込証兼新株予約権割当契約」に定める

ところによる場合はこの限りではありません。

(3)　新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分は認められません。

(4)　付与対象者の相続人は、本件新株予約権を行使することができます。

(5)　新株予約権者は、一度の手続きにおいて発行された新株予約権の全部又は一部を行使することができま

 す。但し、行使できる個数は以下の区分に従うこととし、行使可能な新株予約権数に１個未満の端数が

 生じる場合は、これを切り上げた数とします。

　　ア．平成20年10月１日から平成21年９月30日・・・割当てられた新株予約権の２割５分

　　イ．平成21年10月１日から平成22年９月30日・・・割当てられた新株予約権の５割

　　ウ．平成22年10月１日から平成23年９月30日・・・割当てられた新株予約権の７割５分

　　エ．平成23年10月１日から平成25年９月30日・・・割当てられた新株予約権の全て
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⑤　平成18年６月21日定時株主総会決議に基づく平成18年９月20日取締役会決議

第５回新株予約権

区分
最近事業年度末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）（注）１ 198 193

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１、

２
198 193

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 127,000 127,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年10月１日

至　平成25年９月30日

自　平成20年10月１日

至　平成25年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 127,000

資本組入額　　63,500

発行価格　　 127,000

資本組入額　　63,500

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失した者の個数及び株式数

は、除外しております。

２．当社が新株予約権の割当日後、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合は、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（または株式併合）の比率

３．当社が新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分

を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとし

ます。ただし、当社普通株式の交付と引換えに取得される証券もしくは取得させることができる証券または

当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。) の取得または行

使の場合は除きます。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当り払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

４．新株予約権の行使の条件は以下の通りであります。

(1)　新株予約権の行使時において、当社が株式を公開していることを要します。

(2)　新株予約権の行使は、新株予約権の付与を受けた者が、その新株予約権の行使時において、当社の取締

 役、監査役、従業員または契約社員等であることを要します。ただし、付与対象者が、当社の取締役、

 監査役、従業員、契約社員等の地位を喪失した場合であっても、業務命令による転籍、定年退職その他

 当社とその付与対象者との間で締結された「新株予約権割当契約」に定めるところによる場合はこの限

 りではありません。

(3)　新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分は認められません。

(4)　付与対象者の相続人は、本件新株予約権を行使することができます。

(5)　新株予約権者は、一度の手続きにおいて発行された新株予約権の全部又は一部を行使することができま

 す。但し、行使できる個数は以下の区分に従うこととし、行使可能な新株予約権数に１個未満の端数が

 生じる場合は、これを切り上げた数とします。

　　ア．平成20年10月１日から平成21年９月30日・・・割当てられた新株予約権の２割５分

　　イ．平成21年10月１日から平成22年９月30日・・・割当てられた新株予約権の５割

　　ウ．平成22年10月１日から平成23年９月30日・・・割当てられた新株予約権の７割５分

　　エ．平成23年10月１日から平成25年９月30日・・・割当てられた新株予約権の全て
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年６月18日

（注）１
－ 27,440 － 274,400 △719,437 410,562

平成19年６月11日

（注）２
2,500 29,940 1,265,000 1,539,400 1,265,000 1,675,562

平成19年６月12日～

平成20年３月31日　

（注）３

1,301 31,241 26,830 1,566,230 26,830 1,702,392

　（注）１．平成19年３月２日に開催された臨時株主総会において、第７期から第10期までの決算の修正が承認されまし

た。

２. 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　　　　　1,100千円

発行価額　　　　　　　　1,012千円

資本組入額　　　　　　　　506千円

払込金総額　　　　　2,530,000千円

３．新株予約権の行使による増加であります。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 3 17 42　 17　 1 1,877　 1,957　 　　　－

所有株式数 － 136 467 16,643 8,440 5 5,550 31,241 　　　－

所有株式数の

割合（％）
－ 0.4 1.5 53.3 27.0 0.0 17.8 100.0 　　　－
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ソフトバンク株式会社 東京都港区東新橋一丁目９番１号 16,477 52.7

ノーザン　トラスト　カンパニー

（エイブイエフシー）サブ　ア

カウント　アメリカンクライア

ント

（常任代理人　香港上海銀行東

京支店）

(注）２

　50 BANK STREET CANARY WH

ART LONDON E14 5NT UK

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

6,796 21.8

パーシング　ディヴィジョン　オ

ブ　ドナルドソン　ラフキン　ア

ンド　ジェンレット　エスイー

シー　コーポレイション

（常任代理人　シティバンク銀

行株式会社）

　ONE PERSHING PLAZA JERSE

Y CITY NEW JERSEY U.S.A.

（東京都品川区東品川２丁目３番14号）
1,086 3.5

菊池　三郎 神奈川県横浜市栄区 817 2.6

松本　基 東京都三鷹市　 400 1.3

バンク　オブ　ニユーヨーク　

ジーシーエム　クライアント　ア

カウンツ　イー　アイビーエル

（常任代理人　株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行）

　1 BROADGATE,

LONDON EC2M YHA UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

206 0.7

ＳＢＩイー・トレード証券株

式会社　自己融資口　

　

東京都港区六本木一丁目６番１号 128 0.4

早川　忍 東京都江東区　 100 0.3

宮内　謙 千葉県市川市　 100 0.3

金子　昭一 東京都中央区　 100 0.3

モルガン・スタンレーアンドカ

ンパニーインク

（常任代理人　モルガン・スタ

ンレー証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,

NEW YORK 10036,U.S.A.

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号）

100 0.3

計 － 26,310 84.2

（注）１．前事業年度末において主要株主であったマイクロソフト　コーポレーションは、当事業年度末では主要株主で

はなくなりましたが、同社より、平成19年６月15日付の大量保有報告書の写しの送付があり、同日現在で6,796株

を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当連結会計年度末時点における実質所有株式数の確

認ができませんでしたので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、マイクロソフト　コーポレーションの大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

　　　大量保有者　　　　　　マイクロソフト　コーポレーション

　　　　　　　　　　　(Microsoft Corporation)

住所　　　　　　　　　アメリカ合衆国98052-6399

　　　　　　　　　　　ワシントン州レドモンド　ワン　マイクロソフト　ウェイ

　　　　　　　　　　　(One Microsoft Way, Redmond, Washington 98052-6399, U.S.A.) 

保有株券等の数　　　　株式　6,796株

株券等の保有割合　　　22.7％

　　　２．前事業年度において主要株主でなかったノーザン　トラスト　カンパニー（エイブイエフシー）サブ　アカ　　

　　　　　ウント　アメリカンクライアントは、当事業年度末では主要株主となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　　－ － －

議決権制限株式（自己株式等） 　　－ － －

議決権制限株式（その他） 　　－ 　　－ －

完全議決権株式（自己株式等） 　　－ － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　31,241 31,241 －

単元未満株式 　　－ － －

発行済株式総数 31,241 － －

総株主の議決権 － 31,241 －

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21、及

び会社法第236条、第238条、第239条の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものです。当該制度の内容は、

以下の通りであります。

①　第１回新株予約権（平成14年９月12日臨時株主総会決議に基づく平成14年９月12日取締役会決議）

決議年月日 平成14年９月12日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役３、監査役１、従業員９　（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況　①」に記載しております。

株式の数（株） 1,725（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2) 新株予約権等の状況　①」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
－

　（注）　取締役・従業員の異動・退職及び行使により、平成20年５月31日現在において、付与対象者の区分及び人数は、当

社取締役１名、従業員３名に、株式の数は290株になっております。

②　第２回新株予約権（平成16年12月24日臨時株主総会決議に基づく平成17年１月21日取締役会決議）

決議年月日 平成16年12月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 従業員45、契約社員１（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況　②」に記載しております。

株式の数（株） 300（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2) 新株予約権等の状況　②」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
－

　（注）　従業員の退職及び行使により、平成20年５月31日現在において、付与対象者の区分及び人数は、当社従業員１名

に、株式の数は２株になっております。

EDINET提出書類

株式会社カービュー(E05693)

有価証券報告書

30/83



③　第３回新株予約権（平成16年12月24日臨時株主総会決議に基づく平成17年12月21日取締役会決議）

決議年月日 平成16年12月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 従業員45、契約社員１（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況　③」に記載しております。

株式の数（株） 119（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2) 新株予約権等の状況　③」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
－

（注）　従業員の退職及び行使により、平成20年５月31日現在において、付与対象者の区分及び人数は、当社従業員１名、

契約社員１名に、株式の数は６株になっております。

④　第４回新株予約権（平成18年６月21日定時株主総会決議に基づく平成18年９月20日取締役会決議）

決議年月日 平成18年６月21日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役３、監査役１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況　④」に記載しております。

株式の数（株） 40

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2) 新株予約権等の状況　④」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
－

　（注）　取締役の退職により、平成20年５月31日現在において、付与対象者の区分及び人数は、当社取締役２名、監査

          役１名に、株式の数は30株になっております。
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⑤　第５回新株予約権（平成18年６月21日定時株主総会決議に基づく平成18年９月20日取締役会決議）

決議年月日 平成18年６月21日

付与対象者の区分及び人数（名） 従業員81、契約社員１（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況　⑤」に記載しております。

株式の数（株） 270（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2) 新株予約権等の状況　⑤」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
－

（注）　従業員の退職により、平成20年５月31日現在において、付与対象者の区分及び人数は、当社従業員51名、契約社員

１名に、株式の数は193株になっております。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、株主への利益還元につきましても経営の最重要課題の一つとして認識しております。

　当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としておりますが、会社法第454条第５項に規定する中間

配当を行うことができる旨を定款で定めております。配当の決定機関は、期末配当は株主総会、中間配当は取締役会で

あります。

　当社は現在、成長過程にあると考えており、そのため、企業体質の強化及び積極的な事業展開に備え内部留保の充実

を図り、一層の業容拡大を目指すことが株主に対する最大の利益還元につながると考えております。このことから、会

社設立以降現在まで配当を行っておらず、当面の間は内部留保の充実を図る方針であります。

　今後においては、財政状態及び経営成績を勘案し、配当の実施を検討していく所存であります。
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４【株価の推移】

　【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） － － － － 1,260,000

最低（円） － － － － 140,000

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

なお、平成19年６月12日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。

　【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 433,000 249,000 311,000 249,000 227,000 201,000

最低（円） 320,000 172,000 185,000 186,000 191,000 140,000

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

代表取締役  松本　基 昭和39年３月３日生

平成12年３月 ソフトバンク・イーコマース㈱

（現ソフトバンクBB㈱）入社　事

業企画室長

平成13年４月 同社執行役員

平成14年２月 当社代表取締役（現任）

平成14年５月 ㈲カービュー（現㈲カービュー・

エージェント）取締役（現任）

（注）１ 400

取締役 管理本部長 金子　昭一 昭和42年５月27日生

平成12年６月 ソフトバンク・イーコマース㈱

（現ソフトバンクBB㈱）入社

平成14年２月 当社出向　管理本部長

平成15年12月 当社入社

平成16年４月 当社取締役管理本部長（現任）

（注）１ 100

取締役  宮内　謙 昭和24年11月１日生

昭和52年２月 社団法人日本能率協会入職

昭和59年10月 ソフトバンク㈱入社

昭和63年２月 同社取締役

 ソフトウェア事業部商品部長

平成５年４月 同社常務取締役

 ネットワーク事業部長

平成９年６月 同社常務取締役

 ソフト・ネットワーク事業部長

平成11年４月 同社常務取締役

 ソフト・ネットワークカンパニー　

プレジデント

平成11年９月 ソフトバンク・コマース㈱

 (現ソフトバンクBB㈱)

 代表取締役社長

平成11年10月 当社取締役（現任）

平成12年６月 ソフトバンク㈱取締役（現任）

平成15年１月 ソフトバンクBB㈱（平成17年12

月、BBテクノロジー㈱へ社名変

更）取締役副社長

平成16年７月 同社取締役副社長兼COO

平成17年12月 ソフトバンクBB㈱

 取締役副社長兼COO

平成18年４月 ボーダフォン㈱（現ソフトバンク

モバイル㈱）代表取締役副社長兼

COO（現任）

平成18年10月 ソフトバンクテレコム㈱

 代表取締役副社長 COO（現任）

平成19年３月 ソフトバンクBB㈱（BBテクノロ

ジー㈱とソフトバンクBB㈱が合

併）代表取締役副社長兼COO（現

任）

（注）１ 100

取締役  菊池　三郎 昭和14年11月26日生

昭和61年７月 ロータス㈱ 代表取締役社長

平成11年10月 当社代表取締役

平成14年２月 当社取締役（現任）

平成14年４月 インフォテリア㈱

 代表取締役会長

平成17年７月 アートソフト㈱設立

 代表取締役社長（現任）

平成18年２月 グループネット㈱設立

 代表取締役社長（現任）

（注）１ 817
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

常勤監査役  永尾　幸典 昭和24年７月17日生

昭和48年４月 日産自動車㈱入社

平成７年４月 デジタルツーカー東北㈱　営業企画

部担当部長、経営企画部長

平成13年３月 豊島ケーブルテレビ㈱代表取締役

社長

平成16年３月 日本テレコム㈱（現ソフトバンク

テレコム㈱）営業管理部担当部長

平成18年６月 当社常勤監査役（現任）

（注）２ ―

監査役  大久保　隆 昭和40年１月11日生

平成13年４月 ドイツ証券東京支店入社

平成16年９月 ソフトバンク㈱

 ＩＲマネージャー

平成16年11月 同社ＩＲ室長（現任）

平成17年６月 ソフトバンク・エー・エム㈱（現

ソフトバンクテレコム㈱）

 代表取締役

平成17年６月 当社監査役（現任）

平成18年４月 G.T.エンターテインメント㈱取締役

平成18年11月 ソフトバンクテレコム販売㈱（旧

ソフトバンク・エー・エム㈱）取

締役副社長

（注）３ ―

　監査役  佐藤　桂 昭和39年３月４日生　

昭和61年10月 青山監査法人（みすず監査法人）

入社

平成２年３月 公認会計士登録

平成９年６月 ソフトバンク㈱常勤監査役

平成12年７月 ソフトバンク・イーコマース㈱

（現ソフトバンクＢＢ㈱）執行役

員財務経理統括

平成12年12月 同社　取締役財務経理統括

平成15年１月 ソフトバンクＢＢ㈱管理本部本部

長

平成16年４月　同社　管理部門統括　関連事業総轄

部長

平成19年５月 佐藤桂事務所代表（現任）

平成19年６月 ㈱ベクター取締役（現任）

平成20年６月 当社監査役（現任）

（注）４ ―

    計  1,417

（注）　１．平成19年６月20日選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のと

きまでであります。

２．平成18年６月21日選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

ときまでであります。

３．平成19年６月20日選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

ときまでであります。

４．平成20年６月19日選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

ときまでであります。

　５．取締役 宮内　謙は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　６．監査役 永尾　幸典、大久保　隆及び佐藤　桂は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方）

当社においてコーポレート・ガバナンスの充実は、「テクノロジーを活用して、企業や消費者とクルマに関する

様々な情報を共有し、夢のあるカーライフを提案する」という経営理念に基づき、利害関係者だけでなく、多くの皆様

から広く信頼され社会に貢献していく上で、必要不可欠なものと捉えております。めまぐるしく変化する経営環境の

中で迅速かつ的確な判断ができるよう、常に社内外の状況を把握し、役員及び従業員が一体となり事業活動を遂行で

きる体制作りの構築を進めて参ります。

(１) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

会社の機関の基本説明

（取締役会）

当社の取締役会は社外取締役１名を含む４名で構成され、毎月１回開催されております。会社の経営方針、経営戦

略、事業計画等経営上に関する重要な事項について、迅速な意思決定と業務遂行状況の監督機能を果たしておりま

す。

（監査役会）

監査役会は、常勤監査役１名を含む３名で構成されております。その全員が社外監査役であります。各監査役は監

査役会が策定した監査計画に従い監査をすすめ、毎月開催される監査役会において報告しております。

監査役は取締役会及び経営会議へ参加し取締役の業務執行の監督を行うと共に、代表者との連絡会を毎月１回

行っております。

また、会計監査人との連絡も監査報告会を含め適宜行っております。

　　　（経営会議）

　当社は、「経営の意思決定および監督機能」と「業務執行機能」を分離し、その役割を明確にすることにより、経

営戦略を効果的かつ迅速に推進できる経営体制を構築することを目的として、平成19年10月１日より執行役員制度

を導入いたしました。

　経営会議は、７名の執行役員で構成され、週１回開催されております。経営会議では、各業務の執行状況の報告及び

情報交換が行われております。

　

（内部監査室）

代表取締役の直属の組織として内部監査室（１名）を設置し、監査計画に基づき監査を行っております。監査の

結果は代表取締役及び毎月の取締役会へ報告されております。監査計画の策定及び監査にあたっては監査役と連携

をとりながら行っております。また、監査結果に基づき業務活動の支援・助言活動も行っております。

会計監査人との連携については、会計監査後の監査報告会への出席の他、監査の都度、内部監査の状況を連絡する

こと等により行っております。

（会計監査）

当社は、監査法人トーマツと監査契約を締結しており、監査を受けております。平成20年３月期において業務を執

行した公認会計士の氏名及び補助者は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員　松本　保範

指定社員　業務執行社員　伊藤　憲次

継続監査年数については、両名とも７年以内であるため記載を省略しております。

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　　 １名

会計士補等　　　 ４名

その他　　　　　 １名
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(２) リスク管理体制の整備の状況

当社におけるリスク管理体制は、管理本部が主管部署となっております。管理本部は、各事業部門との連携をとり

情報を収集・共有することにより、リスクの早期発見と未然防止に努めております。

コンプライアンスについては、管理本部長がコンプライアンス責任者となり推進しております。全従業員におい

て月ごとの業績目標・評価対象に全社共通のコンプライアンスに関する事項を組み込むことにより、周知・徹底を

させております。

(３) 役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬の内容は以下のとおりであります。

取締役に支払った報酬等  24,000千円

監査役に支払った報酬等 8,400千円

(４) 監査報酬の内容

当事業年度における当社が監査法人トーマツと締結した監査契約に基づく監査証明にかかる報酬の内容は、以下

のとおりであります。

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　　 ： 13,000千円

上記以外の報酬　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　    ：  3,448千円

　(５) 内部統制システムの構築にかかる取締役会の決議

　平成19年６月20日及び平成19年９月28日開催の取締役会において、会社法第362条第５項の規定に基づき、以下の

項目について内部統制システム構築のための基本方針を決議しております。

　①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　⑤当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　⑦前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　⑧取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　

(６) 取締役の定数

　当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。
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(７) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

社外取締役である宮内　謙は、当社の親会社であるソフトバンク株式会社の取締役であります。社外監査役である

永尾　幸典は当社の常勤監査役に就任しており、大久保　隆は、ソフトバンク株式会社のＩＲ室長であります。

　宮内　謙は、当社の株式を100株保有しており、また、永尾　幸典へ10個の新株予約権を付与しておりますが、それ以

外に全ての社外取締役及び社外監査役と当社との資本的関係、取引関係及びその他利害関係はありません。

　　(８) 取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び取締役の選任決議については累積投票によら

ないものとする旨定款に定めております。

　

　　(９）自己株式の取得の決定機関

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって同条第１項に定める市場取引等により自己

の株式を取得することができる旨定款に定めております。これは、自己の株式の取得を取締役会の権限とすること

により、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行することを目的とするものであります。

　

　　(10) 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会を円滑に運営することを目的とするものであり

ます。

　

　(11) 中間配当について

　株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載された株

主または登録株式質権者に対して、会社法第454条第５項の規定による剰余金の配当（中間配当）を行うことがで

きる旨、定款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,250,468   4,218,103  

２．売掛金   598,049   696,113  

３．前払費用   84,990   53,056  

４．繰延税金資産   55,235   87,527  

５．その他   17,546   5,856  

貸倒引当金   △55,204   △81,359  

流動資産合計   1,951,085 80.5  4,979,298 91.7

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1) 建物及び構築物  41,652   42,301   

減価償却累計額  1,062 40,590  7,311 34,990  

(2) 車両運搬具  2,490   2,490   

減価償却累計額  1,365 1,124  1,724 765  

(3) 工具器具備品  247,671   262,082   

減価償却累計額  82,997 164,673  162,100 99,981  

有形固定資産合計   206,388 8.5  135,737 2.5

２．無形固定資産        

(1) ソフトウェア   128,243   207,876  

(2) その他   31,157   2,245  

無形固定資産合計   159,400 6.6  210,121 3.9

３．投資その他の資産        

(1) 繰延税金資産   22,134   19,445  

(2) 差入保証金   86,152   86,155  

投資その他の資産合計   108,286 4.4  105,601 1.9

固定資産合計   474,075 19.5  451,460 8.3

資産合計   2,425,161 100.0  5,430,759 100.0
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前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   213,864   220,024  

２．未払金   256,885   120,344  

３．未払費用   88,186   107,291  

４．未払法人税等   65,024   258,952  

５．未払消費税等   28,641   30,170  

６．その他   45,072   96,869  

流動負債合計   697,674 28.8  833,652 15.4

負債合計   697,674 28.8  833,652 15.4

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   274,400 11.3  1,566,230 28.8

２．資本剰余金   410,562 16.9  1,702,392 31.3

３．利益剰余金   1,042,524 43.0  1,328,484 24.5

株主資本合計   1,727,486 71.2  4,597,106 84.6

純資産合計   1,727,486 71.2  4,597,106 84.6

負債純資産合計   2,425,161 100.0  5,430,759 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％)

Ⅰ　売上高   3,981,434 100.0  4,644,375 100.0

Ⅱ　売上原価   1,878,583 47.2  2,105,423 45.3

売上総利益   2,102,851 52.8  2,538,951 54.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  1,437,894 36.1  1,981,252 42.7

営業利益   664,956 16.7  557,699 12.0

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  586   16,108   

２．違約金収入  4,200   －   

３．保険配当金  649   －   

４．その他  196 5,632 0.2 3,713 19,821 0.4

Ⅴ　営業外費用        

１．株式交付費  240   33,905   

２．解約違約金  2,049   －   

３．その他  169 2,459 0.1 2,896 36,802 0.8

経常利益   668,130 16.8  540,718 11.6

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 343   －   

２．償却債権取立益  339 682 0.0 － － －

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 7,147   5,237   

２．本社移転費用  14,376 21,524 0.5 － 5,237 0.1

税金等調整前当期純利益   647,288 16.3  535,481 11.5

法人税、住民税及び事業税  48,958   279,124   

法人税等調整額  24,390 73,349 1.9 △29,603 249,521 5.4

当期純利益   573,938 14.4  285,959 6.1

        

EDINET提出書類

株式会社カービュー(E05693)

有価証券報告書

42/83



③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本
純資産
合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計

平成18年３月31日残高(千円) 274,400 410,562 468,585 1,153,547 1,153,547

連結会計年度中の変動額      

当期純利益   573,938 573,938 573,938

連結会計年度中の変動額合計(千円) － － 573,938 573,938 573,938

平成19年３月31日残高(千円) 274,400 410,562 1,042,524 1,727,486 1,727,486

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本
純資産
合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計

平成19年３月31日残高(千円) 274,400 410,562 1,042,524 1,727,486 1,727,486

連結会計年度中の変動額      

　新株の発行 1,291,830 1,291,830  2,583,660 2,583,660

当期純利益   285,959 285,959 285,959

連結会計年度中の変動額合計(千円) 1,291,830 1,291,830 285,959 2,869,619 2,869,619

平成20年３月31日残高(千円) 1,566,230 1,702,392 1,328,484 4,597,106 4,597,106
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  647,288 535,481

減価償却費  65,952 148,543

貸倒引当金の増加額  10,334 26,155

固定資産売却益  △343 －

固定資産除却損  7,147 5,237

為替差損益  － △20

受取利息及び受取配当金  △586 △16,108

株式交付費  － 33,905

売上債権の増加額  △174,667 △98,064

仕入債務の増加額  9,237 6,159

未払金の増加額  43,391 11,925

未払消費税等の増加額  8,648 1,528

その他資産の増減額
(△は増加額)  △36,395 33,705

その他負債の増加額  88,224 76,495

小計  668,231 764,945

利息及び配当金の受取額  586 12,660

法人税等の支払額  △2,470 △90,790

営業活動によるキャッシュ・フロー  666,347 686,815

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △117,349 △118,625

無形固定資産の取得による支出  △93,020 △165,684

有形固定資産の売却による収入  2,600 －

差入保証金の増加による支出  △82,532 △3

差入保証金の減少による収入  396 15,313

投資活動によるキャッシュ・フロー  △289,905 △268,999
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

新株発行による収入  － 2,583,660

株式交付費の支出  － △33,860

財務活動によるキャッシュ・フロー  － 2,549,799

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  － 20

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額  376,442 2,967,635

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  874,025 1,250,468

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  1,250,468 4,218,103
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１．連結の範囲に関す

る事項

子会社はすべて連結しております。

連結子会社の数

　１社

連結子会社の名称

有限会社カービュー・エージェント

同左

２．持分法の適用に関

する事項

非連結子会社及び関連会社はありません。 同左

３．連結子会社の事業

年度等に関する事

項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致

しております。

同左

４．会計処理基準に関

する事項

  

(1) 重要な減価償却資

産の減価償却の

方法

①有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物及び構築物 ８年～15年

車両運搬具 ６年

工具器具備品 ３年～15年

①有形固定資産

同左

　

 ②無形固定資産

イ．ソフトウェア

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

②無形固定資産

イ．ソフトウェア

同左

(2) 重要な繰延資産の

処理方法

①株式交付費

支出時に全額費用として処理しております。

①株式交付費

同左

(3) 重要な引当金の計

上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権については個別に可能性を検討し回収不

能見込額を計上しております。

①貸倒引当金

同左

(4) 重要な外貨建の

資産又は負債の

本邦通貨への換

算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、為替差額は損

益として処理しております。

同左

(5) 重要なリース取引

の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理をしております。

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(6) その他連結財務諸

表作成のための

重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によってお

ります。

 ①消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産

及び負債の評価に

関する事項

　全面時価評価法によっております。 同左

６．連結キャッシュ・

フロー計算書にお

ける資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は1,727,486千円

であります。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

──────

　

　

　

(ストック・オプション等に関する会計基準)

当連結会計年度より「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

ならびに「ストック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月

31日）を適用しています。これによる損益に与える影響は

ありません。

　　　　　　　　　　──────

　

　

表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）

当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年８月11日　実

務対応報告第１号)を適用しております。

これに伴い、前連結会計年度において営業外費用の内訳

として表示していた「新株発行費」は、当連結会計年度よ

り「株式交付費」として表示する方法に変更しておりま

す。

 ────── 

 

──────

 

 

 

 

 

 （連結損益計算書）　

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「違約金収

入」（当連結会計年度1,911千円） 、「保険配当金」（当

連結会計年度468千円）は、営業外収益の総額の100分の10

以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示

しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

 　　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　　 該当事項はありません。

 　　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　 該当事項はありません。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給与手当 352,838 千円

システム関係費 210,893 千円

貸倒引当金繰入額 22,437 千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給与手当 429,537 千円

システム関係費 289,038 千円

貸倒引当金繰入額 45,865 千円

※２　固定資産売却益の内容

車両運搬具 343 千円

──────

※３　固定資産除却損の内容

建物及び構築物 2,603 千円

工具器具備品 2,050 千円

ソフトウェア 2,493 千円

※３　固定資産除却損の内容

工具器具備品 5,050 千円

ソフトウェア 186 千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 27,440 － － 27,440

合計 27,440 － － 27,440

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 27,440 3,801 － 31,241

合計 27,440 3,801 － 31,241

（変動事由の概要）

　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　平成19年６月11日付けで有償一般募集により新株発行したことによる増加　　 2,500株

　　新株予約権行使による増加 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,301株

　

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,250,468千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 1,250,468千円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定 4,218,103千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 4,218,103千円

（リース取引関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

内容の重要性に乏しく、契約１件あたりの金額が少額な

取引のため、連結財務諸表等規則第15条の３（財務諸表等

規則第８条の６第６項に準ずる）の規定により記載を省

略しております。

　　　　　　　　　　同左

（有価証券関係）

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は確定拠出年金制度によってお

りますが、その他に当社及び連結子会社は総合設立の厚

生年金基金（関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金）に

加入しております。

総合設立の厚生年金基金においては、自社の拠出に対

応する年金資産の額が合理的に計算できないため、当該

年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理して

おります。なお、同基金の平成19年３月31日現在の年金

資産額は147,036,924千円であり、同日現在の当社の加入

割合は0.11％（人員比）であります。

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は確定拠出年金制度によっておりま

すが、その他に当社及び連結子会社は総合設立の厚生年金

基金（関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金）に加入してお

ります。

当該総合設立の厚生年金基金においては、自社の拠出に

対応する年金資産の額が合理的に計算できないため、「退

職給付に係る会計基準」(企業会計審議会：平成10年６月

16日)注解12(複数事業主制度の企業年金について)により、

年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しており

ます。

 　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

 数事業主制度に関する事項は次のとおりです。

　(１)制度全体の積立状況に関する事項

　　　(平成19年３月31日)

  関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金

 　 年金資産額 146,083,122 千円

 　 年金財政計算上の給付債務の額 112,700,302 千円

    差引額 33,382,820 千円

(２)制度全体に占める当社グループの加入数割合(平成19年

３月31日)

関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金 0.11 ％

 (３)補足説明

 　　差引額の内訳

  資産評価調整控除額 11,946,791 千円

　未償却債務残高 △

3,679,520

千円

　別途積立金 15,463,324 千円

　当年度剰余金 9,652,224 千円

　差引額 33,382,820 千円

　本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間20年の

元利均等償却であります。

(注)上記は、入手可能な直近時点の情報を記載しておりま

す。

２．退職給付費用の内訳

(1) 勤務費用 － 千円

(2) 利息費用 － 千円

(3) 期待運用収益 － 千円

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 － 千円

(5) 総合設立の厚生年金基金への拠出額 12,419 千円

(6) 確定拠出年金への掛金支払額 8,358 千円

(7) 退職給付費用 20,778 千円

２．退職給付費用の内訳

(1) 総合設立の厚生年金基金への拠出額 24,161 千円

(2) 確定拠出年金への掛金支払額 10,472 千円

(3) 退職給付費用 34,633 千円

(追加情報)

  当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正(その２)」(企業会計基準第14号　平成19年５

月15日)を適用しております。

EDINET提出書類

株式会社カービュー(E05693)

有価証券報告書

52/83



(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

回数
第１回ストック
・オプション

第２回ストック
・オプション

第３回ストック
・オプション

第４回ストック
・オプション

第５回ストック
・オプション

付与対

象者の

区分及

び人数

当社

取締役 ３名

当社

従業員 45名

当社

従業員 45名

当社

取締役 ３名

当社

従業員  81名

当社

監査役 １名

当社

契約社員 １名

当社

契約社員 １名

当社

監査役 １名

当社

契約社員  １名

当社

従業員 ９名

        

株式の

種類

及び付

与数

普通

株式
1,725株

普通

株式
300株

普通

株式
119株

普通

株式
40株

普通

株式
270株

付与日 平成14年９月30日 平成17年１月21日 平成17年12月22日 平成18年９月29日 平成18年９月29日

権利確

定条件

新株予約権の行

使時において、当社

の取締役、監査役お

よび使用人である

ことを要します。た

だし、付与対象者

が、当社の取締役、

監査役および使用

人の地位を喪失し

た場合であっても、

業務命令による転

籍、任期満了による

退任、定年退職その

他、当社とその付与

対象者との間で締

結された「新株予

約権申込証兼新株

予約権割当契約」

に定めるところに

よる場合はこの限

りではありません。

同左 同左 同左 同左

対象勤

務期間

対象勤務期間の定

めはありません。
同左 同左 同左 同左

権利行

使期間

平成16年10月１日

～

平成21年９月30日

平成19年１月１日

～

平成23年12月31日

平成19年１月１日

～

平成23年12月31日

平成20年10月１日

～

平成25年９月30日

平成20年10月１日

～

平成25年９月30日

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
第１回
ストック・
オプション

第２回
ストック・
オプション

第３回
ストック・
オプション

第４回
ストック・
オプション

第５回
ストック・
オプション

権利確定前 （株）      

前連結会計

年度末
 1,270 240 119 － －
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第１回
ストック・
オプション

第２回
ストック・
オプション

第３回
ストック・
オプション

第４回
ストック・
オプション

第５回
ストック・
オプション

付与  － － － 40 270

失効  － 17 12 － ７

権利確定  － － － － －

未確定残  1,270 223 107 40 263

権利確定後 （株）      

前連結会計

年度末
 － － － － －

権利確定  － － － － －

権利行使  － － － － －

失効  － － － － －

未行使残  － － － － －

②　単価情報

  
第１回
ストック・
オプション

第２回
ストック・
オプション

第３回
ストック・
オプション

第４回
ストック・
オプション

第５回
ストック・
オプション

権利行使価格 （円） 22,000 100,000 100,000 127,000 127,000

行使時平均株価 （円） － － － － －

公正な評価単価

（付与日）
（円） － － － － －

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　　　　　当連結会計年度において付与された第４、５回ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は下記

のとおりであります。

　　　　使用した評価技法　　　ディスカウンテッド・キャッシュフロー方式と類似会社比準方式の併用方式

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。

４．連結財務諸表への影響額

　　　　 該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

回数
第１回ストック
・オプション

第２回ストック
・オプション

第３回ストック
・オプション

第４回ストック
・オプション

第５回ストック
・オプション

付与対

象者の

区分及

び人数

当社

取締役 ３名

当社

従業員 45名

当社

従業員 45名

当社

取締役 ３名

当社

従業員  81名

当社

監査役 １名

当社

契約社員 １名

当社

契約社員 １名

当社

監査役 １名

当社

契約社員  １名

当社

従業員 ９名
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回数
第１回ストック
・オプション

第２回ストック
・オプション

第３回ストック
・オプション

第４回ストック
・オプション

第５回ストック
・オプション

株式の

種類

及び付

与数

普通

株式
1,725株

普通

株式
300株

普通

株式
119株

普通

株式
40株

普通

株式
270株

付与日 平成14年９月30日 平成17年１月21日 平成17年12月22日 平成18年９月29日 平成18年９月29日

権利確

定条件

新株予約権の行

使時において、当社

の取締役、監査役お

よび使用人である

ことを要します。た

だし、付与対象者

が、当社の取締役、

監査役および使用

人の地位を喪失し

た場合であっても、

業務命令による転

籍、任期満了による

退任、定年退職その

他、当社とその付与

対象者との間で締

結された「新株予

約権申込証兼新株

予約権割当契約」

に定めるところに

よる場合はこの限

りではありません。

同左 同左 同左 同左

対象勤

務期間

対象勤務期間の定

めはありません。
同左 同左 同左 同左

権利行

使期間

平成16年10月１日

～

平成21年９月30日

平成19年１月１日

～

平成23年12月31日

平成19年１月１日

～

平成23年12月31日

平成20年10月１日

～

平成25年９月30日

平成20年10月１日

～

平成25年９月30日

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
第１回
ストック・
オプション

第２回
ストック・
オプション

第３回
ストック・
オプション

第４回
ストック・
オプション

第５回
ストック・
オプション

権利確定前 （株）      

前連結会計

年度末
 1,270 223 107 40 263

付与  － － － － －

失効  － － － 10 65

権利確定  1,270 223 107 － －

未確定残  － － － 30 198

権利確定後 （株）      

前連結会計

年度末
 － － － － －

権利確定  1,270 223 107 － －
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第１回
ストック・
オプション

第２回
ストック・
オプション

第３回
ストック・
オプション

第４回
ストック・
オプション

第５回
ストック・
オプション

権利行使  980 221 100 － －

失効  － － － － －

未行使残  290 2 7 － －

②　単価情報

  
第１回
ストック・
オプション

第２回
ストック・
オプション

第３回
ストック・
オプション

第４回
ストック・
オプション

第５回
ストック・
オプション

権利行使価格 （円） 22,000 100,000 100,000 127,000 127,000

行使時平均株価 （円） 307,124 801,608 796,091 － －

公正な評価単価

（付与日）
（円） － － － － －

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　　　　　該当事項はありません。

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。

４．当連結会計年度末における本源的価値の合計額

　　　　 当連結会計年度末におけるストック・オプションの本源的価値の合計額は5,700千円であります。

５．当連結会計年度中に権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　　　　 該当事項はありません。

６．連結財務諸表への影響額

　　　　 該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産   

貸倒引当金 22,462 千円

未払費用 32,552 千円

その他 73,677 千円

繰越欠損金 5,913 千円

繰延税金資産小計 134,606 千円

評価性引当額 △57,236 千円

繰延税金資産合計 77,369 千円

　繰延税金資産は、連結財務諸表の以下の項目に含まれて

おります。

流動資産－繰延税金資産 55,235 千円

固定資産－繰延税金資産 22,134 千円

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産   

減価償却 13,792 千円

貸倒引当金 33,105 千円

未払費用 38,425 千円

未収入金 16,750 千円

前受収益 35,541 千円

未払事業税 21,077 千円

その他 6,670 千円

繰延税金資産小計 165,363 千円

評価性引当額 △58,390 千円

繰延税金資産合計 106,973 千円

　繰延税金資産は、連結財務諸表の以下の項目に含まれて

おります。

流動資産－繰延税金資産 87,527 千円

固定資産－繰延税金資産 19,445 千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項

目

0.5 ％

住民税等均等割 0.4 ％

評価性引当額 △30.3 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.3 ％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項

目

1.3 ％

住民税等均等割 0.7 ％

評価性引当額 3.9 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.6 ％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

インターネット広告事業
コンサル
ティング
事業

その他の
事業

計
消去又は
全社

連結
リスティング
広告事業

メディア
広告事業

 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

Ⅰ．売上高及び営業利益   
 

    

売上高   
 

    

(1) 外部顧客に対する

売上高
3,587,835 321,351 67,950 4,296 3,981,434 － 3,981,434

(2) セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ － － － － － －

計 3,587,835 321,351 67,950 4,296 3,981,434 － 3,981,434

営業費用 2,609,492 159,986 35,582 0 2,805,062 511,415 3,316,477

営業利益 978,342 161,365 32,367 4,296 1,176,372 △511,415 664,956

Ⅱ．資産、減価償却費及

び資本的支出
       

資産 524,277 74,655 16,206 759 615,898 1,809,262 2,425,161

減価償却費 28,010 4,900 2,004 － 34,915 31,037 65,952

資本的支出 － － － － － 210,369 210,369

(注)１．事業区分の方法

 事業は、サービスの内容及び特性を考慮して区分しております。

２．事業区分の内容

(1) リスティング広告事業

主に中小規模の自動車関連事業者を対象とした、車両情報、郵便番号等のユーザー情報に基づいて事

業者情報や中古車等の物件情報を表示する検索連動型広告掲載サービス

(2) メディア広告事業

主に自動車メーカーを中心とするナショナルクライアントを対象とした広告掲載サービス

(3) コンサルティング事業

主に「tradecarview.com」に中古車在庫情報を掲載する国内輸出事業者を対象とした、海外輸入事業者

のマーケティングサービスや、輸出手続等のコンサルティングサービス

(4) その他の事業

(1) ～(3) 以外の事業

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。

 
前連結会計
年度

(千円)
主な内容

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の額
511,415

提出会社の管理部門等の費用及び各セグメント共通の費用

で便益の程度が直接把握できない費用

消去又は全社の項目に含めた

全社資産の金額
1,809,262

提出会社における余資運用資金（現預金）、管理部門に係

る資産及び各セグメント共通の資産

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
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インターネット広告事業
コンサル
ティング
事業

その他の
事業

計
消去又は
全社

連結
リスティング
広告事業

メディア
広告事業

 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

Ⅰ．売上高及び営業利益   
 

    

売上高   
 

    

(1) 外部顧客に対する

売上高
4,063,672 386,457 190,850 3,395 4,644,375 － 4,644,375

(2) セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ － － － － － －

計 4,063,672 386,457 190,850 3,395 4,644,375 － 4,644,375

営業費用 3,122,272 181,292 139,876 4 3,443,446 643,230 4,086,676

営業利益 941,399 205,165 50,973 3,390 1,200,929 △643,230 557,699

Ⅱ．資産、減価償却費及

び資本的支出
       

資産 712,942 119,474 35,465 650 868,533 4,562,225 5,430,759

減価償却費 60,028 9,828 8,640 － 78,497 70,045 148,543

資本的支出 114,893 18,812 16,538 － 150,243 134,066 284,310

(注)１．事業区分の方法

 事業は、サービスの内容及び特性を考慮して区分しております。

２．事業区分の内容

(1) リスティング広告事業

主に中小規模の自動車関連事業者を対象とした、車両情報、郵便番号等のユーザー情報に基づいて事

業者情報や中古車等の物件情報を表示する検索連動型広告掲載サービス

(2) メディア広告事業

主に自動車メーカーを中心とするナショナルクライアントを対象とした広告掲載サービス

(3) コンサルティング事業

主に「tradecarview.com」に中古車在庫情報を掲載する国内輸出事業者を対象とした、海外輸入事業者

のマーケティングサービスや、輸出手続等のコンサルティングサービス

(4) その他の事業

(1) ～(3) 以外の事業

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。

 
当連結会計
年度

(千円)
主な内容

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の額
643,230

提出会社の管理部門等の費用及び各セグメント共通の費用

で便益の程度が直接把握できない費用

消去又は全社の項目に含めた

全社資産の金額
4,562,225

提出会社における余資運用資金（現預金）、管理部門に係

る資産及び各セグメント共通の資産
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

【関連当事者との取引】

  前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　(1) 親会社及び法人主要株主等

　該当事項はありません。

　(2) 役員及び個人主要株主等

　該当事項はありません。

　(3) 子会社等

　該当事項はありません。

　(4) 兄弟会社等

　該当事項はありません。

  当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　(1) 親会社及び法人主要株主等

　該当事項はありません。

　(2) 役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 松本　基 － 代表取締役 (1.28) ストックオプションの行使 8,800 － －

役員 金子　昭一 － 取締役 (0.32) ストックオプションの行使 2,200 － －

役員 早川　忍 － 取締役 (0.32) ストックオプションの行使 2,200 － －

役員 宮内　謙 － 非常勤取締役 (0.32) ストックオプションの行使 2,200 － －

役員 菊池　三郎 － 非常勤取締役 (2.62) ストックオプションの行使 4,400 － －

役員 坪井　東人 － 非常勤監査役 (0.16) ストックオプションの行使 1,100 － －

 　（注）なお、早川　忍は平成19年９月30日付で取締役を退任しております。

　(3) 子会社等

　該当事項はありません。

　(4) 兄弟会社等

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 62,955円05銭

１株当たり当期純利益金額 20,916円13銭

１株当たり純資産額 147,149円78銭

１株当たり当期純利益金額       9,541円85銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権残高がありますが、当社株式は当連結会

計年度末において非上場であるため、期中平均株価が把握

できませんので、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
9,278円69銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　   

　当期純利益 (千円) 573,938 285,959

　　普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

　　普通株式に係る当期純利益 (千円) 573,938 285,959

　　期中平均株式数 (株) 27,440 29,969

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
(千円)   

　当期純利益調整額 (千円) － －

　普通株式増加額 (株) － 850

　うち新株予約権 (株) － 850

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要

第１回新株予約権(第１回新株予

約権の残高1,270個)、第２回新株予

約権(第２回新株予約権の残高223

個)、第３回新株予約権(第３回新株

予約権の残高107個)、第４回新株予

約権(第４回新株予約権の残高40

個)、第５回新株予約権(第５回新株

予約権の残高263個)。

上述の新株予約権等の概要は、「第

４提出会社の状況　１　株式等の状

況(２)　新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

──────
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当社は平成19年６月12日に東京証券取引所マザーズ市

場に上場いたしました。

上場に際して、平成19年５月９日開催の取締役会決議に

基づき、平成19年６月11日を払込期日とする公募増資

（ブックビルディング方式）により、新株式を次のとおり

発行いたしました。

　この結果、平成19年６月11日付で資本金は1,539,400千円、

発行済株式総数は29,940株となりました。

(1)発行新株式数 普通株式　2,500株

(2)発行価格 1,100,000円

(3)引受価額 1,012,000円

(4)発行価額 765,000円

(5)資本組入額 506,000円

(6)払込金総額 2,530,000,000円

(7)資金使途 設備投資や人材確保

及び事業所拡充費用に

充当する予定でありま

す。

───────

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,183,715   4,130,892  

２．売掛金   597,824   695,956  

３．前払費用   84,990   53,056  

４. 繰延税金資産   39,089   60,213  

５. その他   22,735   14,026  

貸倒引当金   △55,204   △81,359  

流動資産合計   1,873,149 78.6  4,872,786 90.9

Ⅱ　固定資産        

１. 有形固定資産        

(1) 建物付属設備  41,652   42,301   

減価償却累計額  1,062 40,590  7,311 34,990  

(2) 車両運搬具  3,000   3,000   

減価償却累計額  1,645 1,354  2,077 922  

(3) 工具器具備品  247,671   262,082   

減価償却累計額  82,997 164,673  162,100 99,981  

有形固定資産合計   206,618 8.7  135,894 2.6

２. 無形固定資産        

(1) ソフトウェア   128,243   207,876  

(2) ソフトウェア仮勘定   30,000   －  

(3) その他   1,157   2,245  

無形固定資産合計   159,400 6.7  210,121 3.9

　 ３. 投資その他の資産        

(1) 関係会社株式   35,325   35,325  

(2) 繰延税金資産   22,134   19,445  

(3) 差入保証金   86,152   86,155  

投資その他の資産合計   143,612 6.0  140,926 2.6

固定資産合計   509,631 21.4  486,942 9.1

資産合計   2,382,781 100.0  5,359,728 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   213,419   220,024  

２．未払金   256,885   120,344  

３．未払費用   88,186   107,291  

４．未払法人税等   64,844   254,723  

５．未払消費税等   28,941   29,819  

６．前受収益   －   5,994  

７．預り金   12,404   17,509  

流動負債合計   664,681 27.9  755,707 14.1

負債合計   664,681 27.9  755,707 14.1

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   274,400 11.5  1,566,230 29.2

２．資本剰余金        

(1) 資本準備金  410,562   1,702,392   

資本剰余金合計   410,562 17.2  1,702,392 31.8

３．利益剰余金        

(1) その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  1,033,137   1,335,398   

利益剰余金合計   1,033,137 43.4  1,335,398 24.9

株主資本合計   1,718,100 72.1  4,604,021 85.9

純資産合計   1,718,100 72.1  4,604,021 85.9

負債純資産合計   2,382,781 100.0  5,359,728 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   3,971,741 100.0  4,594,790 100.0

Ⅱ　売上原価   1,862,930 46.9  2,033,096 44.2

売上総利益   2,108,810 53.1  2,561,693 55.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  1,437,888 36.2  1,981,119 43.1

営業利益   670,922 16.9  580,574 12.7

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息 　 576   15,966   

２．違約金収入 　 4,200   －   

３．保険配当金 　 649   －   

　４. その他  196 5,623 0.1 4,311 20,278 0.4

Ⅴ　営業外費用        

１．株式交付費  －   33,905   

２．解約違約金 　 2,049   －   

３．その他  169 2,219 0.0 2,896 36,802 0.8

経常利益   674,326 17.0  564,050 12.3

Ⅵ　特別利益        

　１. 固定資産売却益 ※２ 21   －   

　２. 償却債権取立益  339 360 0.0 － － －

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※３ 140   －   

２．固定資産除却損 ※４ 7,147   5,237   

３. 本社移転費用  14,376 21,664 0.6 － 5,237 0.1

税引前当期純利益   653,021 16.4  558,812 12.2

法人税、住民税
及び事業税

 48,778   274,987   

法人税等調整額  40,537 89,315 2.2 △18,435 256,551 5.6

当期純利益   563,706 14.2  302,261 6.6
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売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　広告事業原価      

１．広告媒体費  1,826,906  1,973,388  

２．その他  32,628  45,718  

広告事業原価  1,859,534 99.8 2,019,106 99.3

Ⅱ　コンサルティング原価      

１．業務委託費  3,396  13,990  

コンサルティング
原価

 3,396 0.2 13,990 0.7

売上原価  1,862,930 100.0 2,033,096 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 274,400 410,562 469,431 1,154,393 1,154,393

事業年度中の変動額      

当期純利益   563,706 563,706 563,706

事業年度中の変動額合計(千円) － － 563,706 563,706 563,706

平成19年３月31日残高(千円) 274,400 410,562 1,033,137 1,718,100 1,718,100

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 274,400 410,562 1,033,137 1,718,100 1,718,100

事業年度中の変動額      

　新株の発行 1,291,830 1,291,830  2,583,660 2,583,660

当期純利益   302,261 302,261 302,261

事業年度中の変動額合計(千円) 1,291,830 1,291,830 302,261 2,885,921 2,885,921

平成20年３月31日残高(千円) 1,566,230 1,702,392 1,335,398 4,604,021 4,604,021
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1) 関係会社株式

移動平均法による原価法を採用して

おります。

(1) 関係会社株式

　　 　　　　　 同左

２．固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物付属設備 ８年～15年

車両運搬具 ６年

工具器具備品 ３年～15年

(1) 有形固定資産

　　 　　　　　 同左

 (2) 無形固定資産

①ソフトウェア

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

(2) 無形固定資産

　①　ソフトウェア

　　　　　　　　同左

３．繰延資産の処理方法 　　　　　　─────── (1) 株式交付費

　　支出時に全額費用として処理しており

ます。

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

５．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

　　 　　　　　 同左

６．リース取引の処理方法 　 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

　

同左

７．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

(1)消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は1,718,100千円

であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

　　　　　　　　　　───────

　

　

　

(ストック・オプション等に関する会計基準)

当事業年度より「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）な

らびに「ストック・オプション等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月

31日）を適用しています。これによる損益に与える影響

はありません。

　　　　　　　　　　───────

　

　　　表示方法の変更

　前事業年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

　(貸借対照表)

　前事業年度まで、旧有限会社法に規定する有限会社に対

する当社持分は、投資その他の資産の「関係会社出資金」

として表示しておりましたが、「会社法」及び「会社法の

施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」第２条第２

項により、その持分が有価証券（株式）とみなされること

となったため、当事業年度より投資その他の資産の「関係

会社株式」として表示しております。

 

　　　　　　　　　　───────

　　　　　　　　　　───────

 

 

 

 

 

 

 

 

(損益計算書)

　前事業年度まで区分掲記しておりました営業外収入

「違約金収入」(当事業年度1,911千円)、「保険配当金」

(当事業年度468千円)は、それぞれ営業外収益の総額の100

分の10以下となったため、営業外収益の「その他」に含

めて表示しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

 　 　　前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　　　  該当事項はありません。

 　 　　当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　　  該当事項はありません。

（損益計算書関係）

　　前事業年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

　　当事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は４％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は96％であり

ます。

　　　 主な費目及び金額は次の通りであります。

　　　　 給与手当　　　　　　　　　　352,783千円

　　　　 賞与　　　　　　　　　　　　127,100千円

　　　　 編集費　　　　　　　　　　　 95,198千円

　　　　 システム関係費　　　　　　　210,893千円

　　　　 旅費交通費　　　　　　　　　 81,380千円

　　　　 減価償却費　　　　　　　　　 66,105千円

　　　　 貸倒引当金繰入額　　　　　　 22,437千円

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は７％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は93％であり

ます。

　　　 主な費目及び金額は次の通りであります。

　　　　 給与手当　　　　　　　　　　429,493千円

　　　　 賞与　　　　　　　　　　　　123,261千円

　　　　 販売促進費　　　　　　　　　131,657千円

　　　　 編集費　　　　　　　　　　　133,074千円

　　　　 システム関係費　　　　　　　289,038千円

　　　　 旅費交通費　　　　　　　　　119,449千円

　　　　 賃借料　　　　　　　　　　　102,762千円

　　　　 減価償却費　　　　　　　　　148,616千円

　　　　 貸倒引当金繰入額　　　　　　 45,865千円

※２　固定資産売却益は、車両運搬具21千円であります。 ※２　　　　　　　───────

※３　固定資産売却損は、車両運搬具140千円であります。 ※３　　　　　　　───────

※４　固定資産除却損は、建物付属設備2,603千円、工具器

具備品2,050千円、ソフトウェア2,493千円でありま

す。

※４　固定資産除却損は、工具器具備品 5,050千円、ソフト

ウェア 186千円であります。

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

　　前事業年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

　　当事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

内容の重要性に乏しく、契約１件あたりの金額が少額な

取引のため、財務諸表等規則第８条の６第６項の規定によ

り記載を省略しております。

　　　　　　　　　　同左

（有価証券関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

　　前事業年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

　　当事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　　繰延税金資産

貸倒引当金 22,462千円

未払費用 32,552千円

関係会社株式 19,805千円

その他 37,701千円

繰延税金資産小計 112,521千円

評価性引当額 △51,298千円

繰延税金資産合計 61,223千円

繰延税金資産は、財務諸表の以下の項目に含まれて

おります。

流動資産－繰延税金資産 39,089千円

固定資産－繰延税金資産 22,134千円

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　　繰延税金資産

減価償却       13,792千円

貸倒引当金       33,105千円

未払費用       38,425千円

関係会社株式       19,805千円

未払事業税       20,771千円

その他       23,421千円

繰延税金資産小計       149,320千円

評価性引当額 　   △69,661千円

繰延税金資産合計       79,659千円

繰延税金資産は、財務諸表の以下の項目に含まれて

おります。

流動資産－繰延税金資産       60,213千円

固定資産－繰延税金資産 19,445千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率　　　　　　　　　　　 40.7％

　　　(調整)

交際費等永久に損金に算入

されない項目

0.6％

住民税均等割 0.3％

評価性引当額 △27.9％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
13.7％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 　　　　　　　　　　　40.7％

　　　(調整)

交際費等永久に損金に算入

されない項目

1.2％

住民税均等割 0.7％

評価性引当額 3.3％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
45.9％
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(１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 62,612円98銭

１株当たり当期純利益金額 20,543円23銭

１株当たり純資産額      147,371円12銭

１株当たり当期純利益金額   10,085円79銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権残高がありますが、当社株式は当事業

年度末において非上場であるため、期中平均株価が把握

できませんので、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
     9,807円62銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 

 
前会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　   

　当期純利益 (千円) 563,706 302,261

　　普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

　　普通株式に係る当期純利益 (千円) 563,706 302,261

　　期中平均株式数 (株) 27,440 29,969

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
(千円)   

　当期純利益調整額 (千円) － －

　普通株式増加額 (株) － 850

　うち新株予約権 (株) － 850

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要

第１回新株予約権(第１回新株予

約権の残高1,270個)、第２回新株予

約権(第２回新株予約権の残高223

個)、第３回新株予約権(第３回新株

予約権の残高107個)、第４回新株予

約権(第４回新株予約権の残高40

個)、第５回新株予約権(第５回新株

予約権の残高263個)。

上述の新株予約権等の概要は、「第

４提出会社の状況　１　株式等の状

況(２)　新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。

　　　　　───────
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当社は平成19年６月12日に東京証券取引所マザーズ市

場に上場いたしました。

上場に際して、平成19年５月９日開催の取締役会決議に

基づき、平成19年６月11日を払込期日とする公募増資

（ブックビルディング方式）により、新株式を次のとおり

発行いたしました。

　この結果、平成19年６月11日付で資本金は1,539,400千円、

発行済株式総数は29,940株となりました。

(1)発行新株式数 普通株式　2,500株

(2)発行価格 1,100,000円

(3)引受価額 1,012,000円

(4)発行価額 765,000円

(5)資本組入額 506,000円

(6)払込金総額 2,530,000,000円

(7)資金使途 設備投資や人材確保

及び事業所拡充費用に

充当する予定でありま

す。

───────
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

　　　　ております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物付属設備 41,652 649 － 42,301 7,311 6,249 34,990

車両運搬具 3,000 － － 3,000 2,077 432 922

工具器具備品 247,671 25,497 11,086 262,082 162,100 85,138 99,981

有形固定資産計 292,324 26,146 11,086 307,384 171,489 91,820 135,894

無形固定資産        

ソフトウェア 196,612 136,616 30,330 302,899 95,023 56,796 207,876

ソフトウェア仮勘定 30,000 － 30,000 － － － －

その他 1,157 2,987 1,899 2,245 － 1,899 2,245

無形固定資産計 227,770 139,603 62,229 305,144 95,023 58,695 210,121

　（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

工具器具備品　　　　サーバーの購入　　　　　　　　　　　　　　  19,733千円

ソフトウェア　　　　オークション事業用ソフトウェアの開発　　　 118,000千円

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

工具器具備品　　　　サーバーの除却　　　　　　　　　　　　　　　11,086千円

ソフトウェア　　　　開発システムの除却　　　　　　　　　　　　　30,330千円

ソフトウェア仮勘定　オークション事業用ソフトウェアへの振替　　　30,000千円

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 55,204 81,359 19,709 35,495 81,359

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替処理等によるものです。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

内訳 金額（千円）

現金 543

預金  

普通預金 630,349

定期預金 3,500,000

小計 4,130,349

合計 4,130,892

ロ　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ソリッドグループホールディングス 119,288

㈱ガリバーインターナショナル 50,102

㈱カーセブンディベロプメント 25,577

ビッグウェーブホールディングス㈱ 24,390

㈱カークエスト 20,440

その他 456,156

合計 695,956

　

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

597,824 4,806,721 4,708,589 695,956 87.1 49.3

　（注）当期発生高には消費税等が含まれております。
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②　負債の部

イ　買掛金

相手先 金額（千円）

㈱セプテーニ 115,271

㈱フルスピード 20,223

ヤフー㈱ 16,981

㈱インターライド 8,585

㈱アドウェイズ 8,330

その他 50,632

合計 220,024

ロ　未払金

相手先 金額（千円）

㈱アールワークス 14,047

㈱第一ビルディング 10,027

監査法人トーマツ 8,909

ダイワボウ情報システム㈱ 4,401

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム㈱ 4,070

その他 78,887

合計 120,344

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社

取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

株券喪失に伴う手数料
１．喪失登録　　　　１件につき10,000円

２．喪失登録株券　　１枚につき　 500円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法　（注）

当社の公告の方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由に

よって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載

する方法により行う。

当社の公告掲載URLは次の通りであります。http://www.carview.co.

jp/company_info/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）平成19年６月20日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次の通りとなりました。

当社の公告の方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をするこ

とができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

当社の公告掲載URLは次の通りであります。http://www.carview.co.jp/company_info/
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１) 有価証券届出書（一般募集による増資）及びその添付書類

 平成19年５月９日関東財務局長に提出。

(２) 有価証券届出書の訂正届出書

 平成19年５月23日関東財務局長に提出。

 平成19年５月９日提出上記(1)の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(３) 有価証券届出書の訂正届出書

 平成19年６月１日関東財務局長に提出。

 平成19年５月９日提出上記(1)の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(４) 有価証券報告書及びその添付書類

 事業年度(第11期)(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月21日関東財務局長に提出。

(５) 有価証券報告書の訂正届出書

 平成19年10月15日関東財務局長に提出。

 平成19年６月21日提出上記(３)関東財務局長に提出。

(６) 半期報告書

(第12期中)(自　平成19年４月１日　至　19年９月30日)平成19年12月21日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成１９年６月２０日

株式会社カービュー  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浅枝　芳隆　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　憲次　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社カービューの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社カービュー及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年５月９日開催の取締役会決議に基づき、平成１９年６月１１日を払込

期日とする公募による新株式の発行を行った。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成２０年６月１９日

株式会社カービュー  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松本　保範　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　憲次　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社カービューの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社カービュー及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成１９年６月２０日

株式会社カービュー  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浅枝　芳隆　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　憲次　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社カービューの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

カービューの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年５月９日開催の取締役会決議に基づき、平成１９年６月１１日を払込

期日とする公募による新株式の発行を行った。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成２０年６月１９日

株式会社カービュー  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松本　保範　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　憲次　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社カービューの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１２期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

カービューの平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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